
 

　

(1) (1) 業務運営の基本的姿勢

① ①
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イ イ 顧問会議の開
催状況

１　開催状況
　平成22年10月25日に第５回顧問会議を、同23年３月７日に第６回顧問会議を開催し、「平成22年度内に１
回以上開催する」という年度計画を達成している。
２　会議の概要
  (1) 第５回顧問会議
    第５回顧問会議においては、①法律相談援助の在り方、②支援センターの提供するサービスの質の向上
について意見を伺った。サービスの質の向上については、支援センターに寄せられている苦情データを紹介
し、これに基づく改善策について意見交換が行われた。顧問からは、契約弁護士に対する苦情に関してサー
ビスの質の向上に取り組むことの重要性が指摘され、これを受けて、苦情関係の資料を日本弁護士連合会の
民事法律扶助研修会の資料として提供した。
  (2) 第６回顧問会議
    第６回顧問会議においては、①法テラス組織運営理念、②支援センターのサービスの現状と改善の取組
について意見を伺った。組織運営理念については、利用者本位の運営を図るためにこのような理念を定める
ことに対する積極的な評価をいただいた。さらに、簡潔で分かりやすいものとしてまとめるための文章表現
の仕方、策定後の組織内への徹底等について意見が出された。
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Ａ 　年１回以上開催という年度計画を上回り２回開
催した。２回とも顧問全員の出席を得て、当面の
課題についての熱心な議論をいただき、その意見
を今後の組織運営に生かすことができた。
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ウ ウ 高齢者・障害
者等に対する
適切なサービ
ス提供に向け
た取組状況

Ａ 　関係団体の協力を得て知的障害者向けのパンフ
レットを作成、配布するとともに、高齢者パンフ
レットを改訂した。また、高齢者、障害者と地域
で接している民生委員との連携が重要であること
から、民生委員向けのパンフレットを厚生労働省
の協力を得て作成し配布した。これらの取組によ
り、関係団体の協力を得ながら高齢者、障害者に
周知することが可能となった。
　また、民事法律扶助契約弁護士・司法書士の増
加により、出張法律相談に対応可能な契約弁護
士・契約司法書士の確保ができている。

　日本司法支援センター
（以下「支援センター」と
いう。）は，国民に身近で
頼りがいのある司法を実現
するために各種業務を行う
法人であることにかんが
み，真に国民に親しまれ頼
りにされる存在となるよ
う，その業務運営において
は，非公務員型法人である
ことの利点を活かした様々
な創意工夫により，高齢者
及び障害者等に対する特別
の配慮を含め，懇切・丁寧
かつ迅速・適切な対応その
他利用者の立場に立った業
務運営を常に心がける姿勢
を基本とする。

　独立行政法人の枠組みで設置された支援センターは、理事長のリーダーシップの下、高齢者、障害者をは
じめ利用者の立場に立った親切なサービスを迅速に提供することが求められている。
　平成22年度は、
・「一人ひとりがお互いを尊重し、相手の気持ちを思いやる心をもって、『自立』『協働』『創造』の精神
で」使命に取り組むことを内容とする組織運営理念を策定するとともに、
・職場毎に接遇リーダーを育成することを目的とした研修を実施したり、顧問会議の議題に「サービスの質
の向上」をテーマとして取り上げてご意見をいただくなど、
利用者本位の組織運営の徹底を図った。
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Ａ 　利用者本位の運営を基本とする組織運営理念を
職員参加の下に策定するとともに、これと併せて
職場毎に接遇リーダーを育成することを目的とし
た研修を実施したり、顧問会議の議題に「サービ
スの質の向上」をテーマとして取り上げてご意見
をいただくなど、組織全体として利用者本位の基
本姿勢の確立に向けた取組を行った。

業務運営の基本的姿勢

１　高齢者・障害者等への周知
  (1) パンフレットの改訂、作成
    知的障害者支援団体の全国組織である「社会福祉法人全日本手をつなぐ育成会」の協力を得て、知的障
害者とその支援者に意見を伺いながら、知的障害者向けのパンフレットを作成し、全国の地方事務所及び同
会の支部に配布した。また、高齢者向けパンフレットについても内容を見直し、より分かりやすいものに修
正した。
  (2) ＤＶＤの活用等
    支援センターの存在や業務内容を高齢者や障害者にも理解していただけるよう、手話や字幕スーパー、
音声ガイダンス機能を付した広報用ＤＶＤを、支援センターの地方事務所が実施する業務説明会等で活用し
たほか、支援センター事務所の待合室において放映するなどした。
  (3) 関係機関・団体との連携協力
    地域に密着して活動し、地域住民からさまざまな相談を受け、地域の高齢者、障害者の状況なども把握
している民生委員・児童委員の協力をいただき、研修会の開催など継続的な協力関係を樹立することを目的
として、厚生労働省との連携により、全国233,905人の民生委員・児童委員に対し、支援センターのパンフ
レットを配布した。
２　出張法律相談体制の確保
  (1) 出張法律相談の充実
 　 ７地方事務所において232件の出張法律相談を実施し、高齢者及び障害者等自ら相談場所に赴くことが
困難な方を対象とする法律相談の充実に努めた。
  (2) 支援センター事務所へのアクセスが困難な方を対象とした巡回法律相談の実施
    自治体等の公共施設や地元の病院等を巡回することにより、35地方事務所において1,453件の法律相談
援助を実施しており、支援センターの地方事務所、支部、出張所へのアクセスが困難な相談者も法律相談援
助を容易に受けられるよう努めた。
  (3) 契約弁護士・司法書士の確保
    出張法律相談に対応することが可能な契約弁護士・司法書士を確保するため、民事法律扶助契約弁護
士・司法書士の増加に努めた。その結果、平成21年度末と比較して契約弁護士が1,636名、契約司法書士が
527名増加した。
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①業務運営の基本的姿勢

2　総合法律支援の充実のための措置
 に関する事項

ア
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(1)業務運営の基本的姿勢等 1 業務運営の基本的姿勢等1 業務運営の基本的姿勢等

評価の基本方針              

中期計画の各項目 年度計画（平成２２年度）

日本司法支援センターの平成２２年度業務実績評価に関する項目別評価表

自己
評価評価の指標

Ⅰ　総合法律支援の充実のための措置
  に関する目標を達成するためとるべ
  き措置

自己評価理由実績（要旨）中期目標

Ａ：　当該事業年度における中期計画の実施状況に照らし，中期目標を達成することが見込まれる状況である。
Ｂ：　当該事業年度における中期計画の実施状況に照らし，工夫や努力によって中期目標を達成することが見込まれる状況である。
Ｃ：　当該事業年度における中期計画の実施状況に照らすと，中期目標の達成は困難で業務の改善が必要である。

Ⅰ 総合法律支援の充実のための措置に関する目標を達成
  するためとるべき措置

　利用者の立場からの幅広い意見を聴取し、今
後の業務運営に活かすため、外部有識者から構
成される顧問会議を平成２２年度内に１回以上
開催する。

　高齢者・障害者等への周知に関しては、平成
２２年度に視覚障害者向けのパンフレットの改
訂を行い、同パンフレットや既に作成している
業務紹介ＤＶＤを利用するなどして、地方協議
会等の機会を通じて当該関係機関・団体に支援
センターの業務を周知する。
　高齢者及び障害者等自ら相談場所に赴くこと
が困難な方を対象とする出張法律相談を充実さ
せるため、関係機関・団体と連携協力しつつ、
必要に応じて説明会や協議会を実施するなどと
ともに、出張法律相談に対応することが可能な
契約弁護士・司法書士を確保する。

利用者の立場
に立った業務
運営の取組状
況

利用者の立場に立った業務運営
　支援センターの業務運営においては、引き続
き、非公務員型法人であることの利点を活かし
た様々な創意工夫により、懇切・丁寧かつ迅
速・適切な対応その他高齢者及び障害者に対す
る特別の配慮を含め、利用者の立場に立った業
務遂行に常に心がける姿勢を基本とする。

利用者の立場に立った
業務運営

　支援センターの業務運営にお
いては、引き続き、非公務員型
法人であることの利点を活かし
た様々な創意工夫により、懇
切・丁寧かつ迅速・適切な対応
その他高齢者及び障害者に対す
る特別の配慮を含め、利用者の
立場に立った業務遂行に常に心
がける姿勢を基本とする。

　利用者の立場からの幅広い意
見を聴取し、今後の業務運営に
活かすため、外部有識者から構
成される顧問会議を各事業年度
に１回以上開催する。

　高齢者及び障害者等の法によ
る紛争解決に必要な情報やサー
ビスの提供を求めることに困難
がある方に対しては、その置か
れた環境に特別に配慮し、関係
機関・団体との連携協力体制を
確保しつつ、支援センターの業
務を周知するための方策につい
て工夫・検討するとともに、出
張法律相談を充実させるなど高
齢者及び障害者等が必要な情報
やサービスの提供をより容易に
受けられるような業務運営を推
進する。
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中期計画の各項目 年度計画（平成２２年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

② ②

③ ③ 効率的で効果的な業務運営

ア 　支援センターがその役割
を十分に果たすことができ
るよう，支援センターの存
在及びその業務の内容につ
いて周知を図る。

① ① 効率的かつ効
果的な広報活
動に向けた取
組状況

１　効率性の観点を踏まえた効果的な広報の実施
  (1) 広報計画の策定
　  本部で基本的な広報計画を策定し、これを踏まえて地方事務所が管轄地域における広報計画を作成する
という一連のプロセスを通じて、例えば、本部のマスメディア広告とタイミングを合わせて地方事務所が地
域的な広報活動を実施するなど、本部・地方事務所の広報活動を可能な限り連動させることによって、個々
の広報活動の効果を最大化するように努めた。
  (2) 効果測定
　  平成23年度の広報計画を策定するために、支援センターの認知度調査やコールセンター利用者アンケー
トを実施するなどして、どのような広報手段が認知度の向上や利用促進に寄与しているかを測定した。ま
た、支援センターの実施した広報がコールセンター利用件数等に与えた影響についても分析を行った。
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Ｂ 　年度当初に、基本方針、実施媒体等を盛り込ん
だ広報計画を策定し、この計画に基づき広報活動
に取り組んだ。また，支援センターが実施する認
知度調査をはじめとした調査においては、どのよ
うな経路で支援センターを知り利用したかを調査
項目に加えることにより、費用に比して効果の高
い広報を実施できるよう心がけた。

② ② ２　広報効果の高い媒体を活用した効果的な広報の実施
　平成21年度に実施した支援センター認知度調査では、テレビが認知媒体として高い割合を占めていること
から、全国都道府県の主要な放送局においてテレビ広告を実施した。
　また、コールセンター利用者の認知経路調査においては、ホームページが高い割合を占めていることか
ら、コンテンツをリニューアルするなどしてホームページの充実を図るとともに、インターネット・リス
ティング広告（Yahoo!Japan等の検索サイトで、「多重債務」など法的トラブルに関連するキーワードを入
力して検索すると検索結果画面に支援センターの広告が表示されるもの）を実施した。
　また、マスメディア広告以外にも、社団法人日本民営鉄道協会を通じて全国約60の鉄道会社の駅施設等に
約1,300枚のポスターを無料掲出するなど、費用を抑えた広報活動の実施にも努めた。
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　全国都道府県の主要な放送局においてテレビ広
告を実施するとともに、コンテンツをリニューア
ルするなどしてホームページの充実を図った。ま
た、マスメディア広告以外にも、社団法人日本民
営鉄道協会を通じて全国約60の鉄道会社の駅施設
等に約1,300枚のポスターを無料掲出するなど、費
用を抑えた広報活動の実施にも努めた。

③ ③ ３　マスコミへの積極的な情報発信と関係機関との更なる連携強化策の展開
　本部においては、支援センターの取組や関係機関と連携した施策などについてのプレスリリースを、年間
を通じて11回行った。地方事務所においては、地方の報道機関に対して、本部のプレスリリースに合わせて
情報を提供したほか、「常勤弁護士による出前法律講座の開催」など地方事務所独自の取組について年間
172回のプレスリリースを行った。その結果、新聞・テレビ等で度々報道される機会を得た。
　また、関係機関との連携を通じた周知活動として次の施策を実施した。
　ア　金融庁等との「多重債務者相談強化キャンペーン」の共催
　イ　全国警察署職員に対する支援センターの周知
　ウ　図書館を拠点とした支援センターの周知
　エ　多重債務問題に関する社会福祉協議会との連携
　オ　全国の民生委員に対する支援センターの周知
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　積極的なプレスリリースによって、支援セン
ターの取組が報道される機会を相当程度得ること
ができた。また、民生委員等との連携を開始し、
今後の幅広い展開の土台を構築するなど、関係機
関との連携による周知活動においても重要な成果
を得ることができた。

１　利用者からの苦情等の取扱い
　苦情等取扱規程に基づき、利用者から寄せられる苦情や意見を、「利用者から寄せられた声」として取り
まとめ、毎月執行部会に報告するとともに、全国の職員に向けて発信し、業務の改善を図った。
２　業務改善の取組
  (1) リーダー養成研修の実施
    平成22年７月に接遇リーダー養成のための研修を実施し、支援センター全体としての接遇水準の向上を
図る手立てを講じた。研修に当たっては、効果を高めるため、支援センターに寄せられている利用者からの
声を研修の材料としたロールプレイングやディスカッションを行い、職員の接遇スキルの向上に努めた。
  (2) 日本弁護士連合会への働きかけ
    日本弁護士連合会で会員向けに行った扶助研修の資料として、「利用者から寄せられた声」を提供し、
弁護士に関する苦情の実際を周知するよう取り組んだ。
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Ａ 　苦情等の内容を毎月執行部に報告して全国の地
方事務所に発信するとともに、接遇研修の素材と
することによりサービスの向上を図った。また、
苦情事例を日本弁護士連合会に提供することによ
り、弁護士に対する苦情の実態を周知するよう取
り組んだ。

　第二期中期計画の初年度に当たり、コンプライ
アンス確立の一環として、効率的で適正な業務運
営を行動指針とする組織運営理念を策定した。ま
た、各地方事務所の業務改善事例を把握し、その
普及を図ることにより、職員の業務改善への取組
を促した。

Ａ１　組織運営理念の作成（コスト意識に関する条項の策定）
　組織運営理念において、「効率的で適正な業務遂行を心がけ、より良いサービスが広くいきわたるよう努
めます。」という行動指針を定め、効率性の観点を踏まえた基本姿勢の強化に努めた。
２　業務改善の推奨（業務改善事例の把握と紹介）
　支援センター全体のコスト意識を高めるため、個々の地方事務所において具体化されている業務改善状況
の把握を行った。その結果、一部の地方事務所では、民事法律扶助業務において、代理援助の立替額を算出
するためのエクセルシートや資力確認チェック票が作成されており、また、国選弁護関連業務において、遠
距離交通費の計算用エクセルシート、国選の事件管理・報酬算定・各種通知事務の管理用エクセルシートが
作成されて業務の迅速化、正確化に役立っていた。そこで、これらの取組を推奨事項として取りまとめ、全
国の地方事務所に紹介し、支援センター全体として効率的で効果的な業務運営が推進されるよう取り組ん
だ。
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②支援センターの存在及びその
  業務の内容についての周知

　効率性の観点を踏まえつつ効
果的な広報を実施するため、基
本方針、実施媒体等を盛り込ん
だ広報計画を各年度策定し、同
計画に基づき広報活動に取り組
む。また、当該広報活動に要し
た費用と効果について、アン
ケート調査結果等を参考にする
などして事後に分析し、その結
果を翌年度の広報計画に反映さ
せる。

　支援センターの利用経験があ
る者等の認知経路として上位を
占めるテレビ広告、ホームペー
ジ等の広報効果の高い媒体を活
用し、支援センターの事業等に
関する情報を効果的に提供す
る。

　記者説明会の機動的な開催
や、省庁、地方公共団体等の関
係機関・団体との連携を通じた
周知活動に努める。

4

5

　国費の支出の適正及び国費を投
入して行う事業の意義・効果につ
いての国民の関心が高まっている
ことを踏まえ、役職員は常にコス
ト意識を持ち、納税者の視点か
ら、資金の投入の必要性、支出の
適切性、投入資金額に見合う効果
の有無等を十分に考慮して業務運
営に当たり、必要に応じ、自発的
に創意工夫をして、効率的で効果
的な業務運営を実現するための改
善に努めることを基本姿勢とす
る。

イ 　支援センターが提供する
サービスに関する利用者か
らの意見，苦情等につい
て，支援センターの業務運
営の参考にするとともに，
必要に応じて業務の改善等
適切な対応を行う。

6

利用者の意
見，苦情等へ
の対応状況

ウ 　国費の支出の適正及び国
費を投入して行う事業の意
義・効果についての国民の
関心が高まっていることを
踏まえ，支援センターの役
職員は，常にコスト意識を
持ち，納税者の視点から，
資金の投入の必要性，支出
の適切性，投入資金額に見
合う効果の有無等を十分に
考慮して業務運営に当た
り，必要に応じ，自発的に
創意工夫をして，効率的で
効果的な業務運営を実現す
るための改善をしていくも
のとする。

効率的で効果
的な業務運営
に向けた取組
状況

　国費の支出の適正及び国費を投入して行う事業
の意義・効果についての国民の関心が高まってい
ることを踏まえ、役職員は常にコスト意識を持
ち、納税者の視点から、資金の投入の必要性、支
出の適切性、投入資金額に見合う効果の有無等を
十分に考慮して業務運営に当たり、必要に応じ、
自発的に創意工夫をして、効率的で効果的な業務
運営を実現するための改善に努めることを基本姿
勢とする。

利用者の意見、苦情等への
適切な対応

　支援センターが提供するサー
ビスに関する利用者からの意
見、苦情等について、支援セン
ターの業務運営の参考にすると
ともに、必要に応じて業務の改
善等適切な対応を行う。

効率的で効果的な業務運営

　効率性の観点を踏まえつつ効果的な広報を実
施するため、基本方針、実施媒体等を盛り込ん
だ広報計画を策定し、同計画に基づき広報活動
に取り組む。また、当該広報活動に要した費用
と効果について、アンケート調査結果等を参考
にするなどして事後に分析し、その結果を平成
２３年度の広報計画に反映させる。

(2)支援センターの存在及びその業務の内容についての
 　周知

　様々な機会を通じて記者説明会（プレスリ
リース）を実施するとともに、金融庁、文部科
学省の取組に参画するなど、省庁、地方公共団
体等の関係機関・団体との連携を通じた周知活
動に努める。

　テレビ広告、ホームページ等の広報効果の高
い媒体を活用し、支援センターの事業等に関す
る情報を効果的に提供する。

利用者の意見、苦情等への適切な対応
　支援センターが提供するサービスに関する利
用者からの意見、苦情等について、支援セン
ターの業務運営の参考にするとともに、必要に
応じて業務の改善等適切な対応を行う。

(2)支援センターの存在及びその
   業務の内容についての周知
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イ 　広報に関しては，効率性
の観点を踏まえつつ効果的
に実施するものとする。広
報効果とこれに要した費用
について事後に分析し，そ
の結果を後の広報戦略に反
映させる。

④ ④ ４　認知度調査の実施
　平成23年１月に実施した認知度調査では、認知度が38.7％と前年度に比べ1.4％上昇した。また、前年度
よりも、認知者のうち「名前だけは聞いたことがあるような気がする」と回答した層が減少し、「名前だけ
は確かに知っている」「名前も業務内容も知っている」と回答した層が増加していることから、支援セン
ターの認知が徐々にではあるが定着しつつあると考えられる。

※実績報告書（22年度）　22ページ参照

　認知度は前年より上昇するとともに、支援セン
ターの業務理解度も上昇したものの、いまだ60％
以上が支援センターを認知していない状況である
ことから、国民に対するさらなる周知が必要であ
る。

① ① 一般契約弁護士・司法書士・常勤弁護士
の確保

ア ア

イ イ 全国的に均質
な国選事件の
担い手の確保
に向けた取組
状況

１　説明会等の実施
　(1) 説明会の開催・説明資料の配布
　  各地方事務所において、弁護士会主催の説明会、研修会等に参加したり、支援センター主催（弁護士会
との共催を含む。）の説明会や研修会を実施したり、独自の広報用資料を作成して配布するなどして、国選
弁護関連業務及び国選付添関連業務の内容、支援センターと一般契約弁護士との間の契約内容について説明
を行った。
　(2) 解説書の改訂・配布
　  平成22年４月の国選弁護人の事務に関する契約約款及び国選付添人の事務に関する契約約款の改正に伴
い、支援センター本部で「国選弁護業務の解説」及び「国選付添業務の解説」をそれぞれ改訂し、これら改
訂版を各地方事務所において、弁護士会の協力を得て、一般契約弁護士及び一般契約弁護士になろうとする
弁護士に対し、配布した。
２　契約弁護士の確保
　国選弁護人契約弁護士の契約数は、平成22年４月１日時点の17,620名から平成23年４月１日時点の19,566
名に増加しており、後者は、全国の弁護士の64.1％に相当する。また、国選付添人契約弁護士の契約数は平
成22年４月１日時点の5,675名から平成23年４月１日時点の6,564名に増加している。

※実績報告書（22年度）　23ページ参照

Ａ 　各地方事務所において、説明会の実施等を通じ
て一般国選弁護人契約弁護士及び一般国選付添人
契約弁護士の確保に努めた。国選弁護人及び国選
付添人の契約数は、地域によって異なるものの、
全般的には着実に増加している。
　取扱事件数は、引き続き多いが、特段の支障は
ない。

ウ エ １　被害者参加弁護士確保の取組
  (1) 本部における取組
　  支援センター本部において、以下の取組を行った。
 　  ①　鳥取で開催された日本弁護士連合会主催の「犯罪被害者支援全国経験交流会」において、被害者
参加人のための国選弁護制度の運用状況の説明、被害者参加弁護士契約弁護士締結の要請等を行った。
 　  ②　日本弁護士連合会との協議の場で当該制度の運用状況等の説明を行った。
  (2) 地方事務所における取組
 　 各地方事務所において、以下の方法により、被害者国選弁護関連業務の内容、支援センターと一般契約
弁護士との間の契約内容について　説明等を行った。
 　  ①　弁護士会の協力を得て、弁護士会主催の説明会・研修会等へ参加した。
　   ②　地方事務所主催の説明会を開催した。
　   ③　地方事務所・弁護士会共催による説明会を行った。
２　契約弁護士の確保
　上記のような取組の結果、平成22年４月１日には2,219名であった契約弁護士は平成23年４月１日現在で
2,476名（257名増）となっている。

※実績報告書（22年度）　25ページ参照

　被害者参加人のための国選弁護制度の円滑かつ
適切な運用を図るために、各地方事務所におい
て、弁護士に対する説明会や契約弁護士等との意
見交換会等を実施するなどして、当該制度の内
容・運用状況等の説明を行い、契約弁護士の確保
に努めた。また、本部においても、日本弁護士連
合会との協議の場で運用状況等の説明などを行っ
た。このような取組を経て契約弁護士の数は着実
に増加した。

１　契約弁護士・司法書士の確保
　関係機関とも協議を実施し、そのニーズに答え
たものとして十分な実績と判断する。
２　常勤弁護士の配置等
　新たに16か所の地方事務所及び支部並びに10か
所の地域事務所に常勤弁護士を配置又は増員し、
民事法律扶助の担い手を拡充したが、弁護士の少
ない地域については、今後も引き続き、常勤弁護
士を配置又は増員していく必要がある。

Ｂ１　契約弁護士・司法書士の確保
　民事法律扶助の担い手となる弁護士・司法書士を確保するため、全国の地方事務所から各単位弁護士会及
び単位司法書士会へ基本契約締結の働きかけを積極的に行うとともに、本部においても平成22年10月には日
本司法書士連合会主催の「司法書士民事法律扶助業務開始10周年記念」シンポジウムに、平成23年１月には
日本弁護士連合会主催の講習会「民事法律扶助ってなあに～活用のノウハウ～」へ講師を派遣し、民事法律
扶助業務の周知及び利用促進に努めた。このような取組の結果、平成21年度末と比較して契約弁護士が
1,636名、契約司法書士が527名増加した。
２　常勤弁護士の配置等
　平成22年度までに常勤弁護士を配置した支援センターの事務所は、合計82か所であり、そのうち、同年度
に常勤弁護士を新たに配置又は増員した地方事務所及び支部は16か所、地域事務所は10か所である。各地の
支援センター法律事務所には、それぞれ１ないし７名の常勤弁護士を常駐させた。また、民事法律扶助の担
い手となる弁護士が特に少ない地域である松江地方裁判所西郷支部並びに旭川地方裁判所稚内支部、名寄支
部、留萌支部及び紋別支部については、上記各地方裁判所支部に近接する島根地方事務所及び旭川地方事務
所に配置した常勤弁護士が巡回して民事法律扶助事件等を取り扱った。

※実績報告書（22年度）　22ページ参照

全国的に均質
な民事法律扶
助事件の担い
手の確保に向
けた取組状況

①一般契約弁護士・司法書士・常勤
  弁護士の確保等

8

ア 　総合法律支援の中核を担
う支援センターの体制整備
のため，民事法律扶助事件
の受け手となる弁護士・司
法書士が少ない地域，国選
事件の受け手となる弁護士
が少ない地域を含め，民事
法律扶助事件の受任者の確
保態勢，捜査・公判を通じ
一貫した弁護人確保態勢等
の全国的に均質な確保を図
るべく，一般契約弁護士・
司法書士の幅広い確保及び
常勤弁護士の所要の数の確
保に努める。

(2)組織の基盤整備等

7

(1)一般契約弁護士・司法書士・
 　常勤弁護士の確保等

　各地において、弁護士会の協力を得て引き続
き、国選弁護人及び付添人契約に関する説明会
の実施や説明資料の配付等を行い、契約内容の
周知及び契約弁護士の確保に努める。

　被害者参加人のための国選弁護制度の担い手
となる弁護士の確保態勢を全国的に均質なもの
とするため、引き続き弁護士会と連携協力し、
被害者参加弁護士契約に関する説明会の実施や
説明資料の配付等を行い、契約内容の周知及び
契約弁護士の確保に努める。

　民事法律扶助の担い手となる弁護士・司法書
士の確保態勢を全国的に均質なものとするた
め、弁護士会・司法書士会と連携協力し、新規
登録時期に合わせた説明会や研修会、取り組む
べきテーマごとの協議会を開催するなどして、
契約弁護士・司法書士を確保する。また、弁護
士・司法書士が少ない地域について、地方自治
体等の関係機関・団体と協議するなどして巡回
相談の件数・実施地域を増加させるとともに、
常勤弁護士の常駐を行う。

(1)一般契約弁護士・司法書士・常勤弁護士の確保等

　認知度調査を実施する。支援センターが、よ
り多くの国民に利用され、頼りにされる存在と
なるよう、業務内容等について上記方法により
周知し、認知度を上昇させる。

2 組織の基盤整備等

　被害者参加人のための国選弁
護制度の担い手となる弁護士の
確保態勢を全国的に均質なもの
とするため、弁護士会と連携協
力して、契約弁護士を確保す
る。

　支援センターが、より多くの
国民に利用され、頼りにされる
存在となるよう、業務内容等に
ついて上記方法により周知し、
認知度を毎年度上昇させる。

一般契約弁護士・司法
　書士・常勤弁護士の確保

　民事法律扶助の担い手となる
弁護士・司法書士の確保態勢を
全国的に均質なものとするた
め、弁護士会・司法書士会と連
携協力し、必要に応じて説明会
や協議会を実施するなどして、
契約弁護士・司法書士を確保す
る。また、弁護士・司法書士が
少ない地域について、一般契約
弁護士等による巡回相談又は常
勤弁護士による常駐若しくは巡
回を行う。

　捜査及び公判又は少年審判を
通じ一貫した弁護人及び付添人
確保態勢を全国的に均質なもの
とするため、弁護士会とも連携
協力し、捜査及び公判又は少年
審判を通じ一貫して弁護活動及
び付添活動を担う弁護士を確保
する。また、国選弁護事件及び
国選付添事件の受け手となる弁
護士が少ない地域に、常勤弁護
士による常駐又は巡回を行う。

2 組織の基盤整備等
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9

エ ウ 常勤弁護士の
確保に向けた
取組状況

１　就職説明会
　平成22年４月１日から同23年３月末までの間に、日本弁護士連合会、単位弁護士会、司法研修所、法科大
学院、司法試験予備校等の協力を得て、合計18回余りにわたり、司法修習生を始め、法科大学院生、司法試
験合格者等を対象として、本部及び地方事務所等において、常勤弁護士採用案内のパンフレットや募集要項
等を配布するとともに、常勤弁護士の業務内容や意義・魅力、採用情報等に関する説明会を実施した。
２　選択型実務修習、エクスターンシップ
　常勤弁護士の業務を直接体験してもらうことにより、その業務の意義・魅力をより理解してもらうべく、
司法研修所の選択型実務修習企画に参加し、合計22回にわたり、各地の法律事務所に司法修習生を受け入れ
たほか、より早い段階から常勤弁護士への関心を促すべく、全国の法科大学院のエクスターンシップ実習生
の受入も積極的に行い、各地の法律事務所において、合計45回にわたり、全国18の法科大学院の学生を受け
入れた。
３　中堅弁護士の確保
　経験豊富な中堅弁護士の確保に向けて、日本弁護士連合会の協力を得て、法曹経験10年以下でかつ60歳未
満の既登録弁護士約２万名に対し、常勤弁護士の採用案内や応募書類等を送付して、応募を促す取組を行っ
た。
４　シンポジウムの開催
　平成22年10月には常勤弁護士に関するシンポジウムを開催し、法科大学院生や司法修習生、既登録弁護士
を含む多数の参加者を得て、常勤弁護士の活動実績や今後期待される役割等について公開討議を行うなど
し、常勤弁護士の存在意義や役割の重要性、仕事のやり甲斐等について広くアピールし、常勤弁護士への応
募を促した。このほか、支援センターのホームページにおいても、常勤弁護士の業務内容や最新の採用情報
等を掲載し、電話や電子メールによる常勤弁護士志望者からの問い合わせに対し、随時、個別の説明も行っ
た。

※実績報告書（22年度）　24ページ参照

Ａ 　新人弁護士を常勤弁護士として確保するため、
常勤弁護士の業務実態に関する理解を深められる
ような工夫をこらしつつ、18回余りにわたり就職
説明会を実施したり、司法研修所選択型実務修習
に参加するなどした上、既登録弁護士について
も、常勤弁護士として確保するため、採用案内や
応募書類等を一斉送付するなどして、年間を通じ
て積極的に常勤弁護士確保に向けた取組を行っ
た。

② ②

ア 　

イ

１  司法過疎地域事務所の設置
　司法過疎対策として、地方裁判所支部管轄単位で実働弁護士による司法サービスの提供がより乏しい地域
の解消に優先的に取り組む必要があることから、司法過疎地域事務所は、（ⅰ）地方裁判所支部管轄単位で
実働弁護士がいないか１名しかおらず、（ⅱ）当該地方裁判所支部から公共交通機関を用いて長時間を要す
ることなく移動できる範囲内に地方裁判所本庁又は２名以上の実働弁護士が事務所を開設している地方裁判
所支部が存在しない地域を優先とし、加えて、（ⅲ）地方裁判所支部管轄単位で実働弁護士１人当たりの人
口が非常に多数である地域のうち、（ⅳ）当該地方裁判所支部から公共交通機関を用いて長時間を要するこ
となく移動できる範囲内に地方裁判所本庁又は多数の実働弁護士が事務所を開設している地方裁判所支部が
存在しない地域において、（ⅴ）当該地方裁判所支部管内の人口、民事・刑事の事件数、単位弁護士会・地
方自治体等地域関係機関の支援体制等を考慮して設置することとした。平成22年度までに常勤弁護士を配置
した支援センターの事務所は、合計82か所であり、そのうち司法過疎地域事務所は29か所である。平成22年
度に新設した司法過疎地域事務所は、（ア）島根県の西郷地域事務所、（イ）長崎県の雲仙地域事務所、
（ウ）沖縄県の宮古島地域事務所の３か所である。いずれの司法過疎地域事務所においても、常勤弁護士１
ないし４名が常駐し、民事法律扶助事件、国選弁護事件等のほか、有償で一般事件全般（総合法律支援法第
30条第１項第４号に規定する有償事件。以下「４号有償事件」という。）を幅広く取り扱い、過疎と高齢者
の複合的問題を抱える事件に地元関係機関と連携して総合解決を図るなど、地域住民の法的ニーズに応え
た。
２　常勤弁護士の巡回による司法サービスの提供
　松江地方裁判所西郷支部並びに旭川地方裁判所稚内支部、名寄支部、留萌支部及び紋別支部は、上記
（ⅰ）及び（ⅱ）の基準に適合する司法過疎地域であったことから、常勤弁護士が巡回して司法サービスを
提供することとし、上記各地方裁判所支部に近接する島根地方事務所及び旭川地方事務所に配置した常勤弁
護士が巡回することにより、民事法律扶助事件及び国選弁護事件等を取り扱った。

※実績報告書（22年度）　○26ページ参照

　平成22年度に新設した司法過疎地域事務所は３
か所であり、同年度までに常勤弁護士を配置した
支援センターの事務所は合計82か所、このうち司
法過疎地域事務所は29か所となった。いずれの司
法過疎地域事務所においても、常勤弁護士１ない
し４名が常駐し、民事法律扶助事件、国選弁護事
件のほか、有償で一般事件全般を幅広く取り扱
い、地域住民の法的ニーズに応えた。巡回状況と
しては、弁護士の数が特に少ない地域である西郷
支部については法テラス島根法律事務所に配置し
た常勤弁護士が、稚内支部、名寄支部、留萌支部
及び紋別支部については、法テラス旭川法律事務
所に配置した常勤弁護士が、それぞれ巡回して、
地域住民の法的ニーズに応えた。しかしながら、
実質的ゼロワン地域の完全な解消には至っていな
いため、今後も司法過疎対策に積極的に取り組ん
でいく必要がある。

Ｂイ 日弁連等との
連携協力の
下，司法過疎
地域における
法律サービス
の提供に向け
た取組状況

法律サービスの提供に係る体制の整備
　地方裁判所支部（以下「地裁支部」とい
う。）管轄単位で実働弁護士がいないか１名し
かおらず、当該地裁支部から公共交通機関を用
いて長時間を要することなく移動できる範囲内
に地方裁判所本庁又は２名以上の実働弁護士が
事務所を開設している地裁支部が存在しない地
域を優先とし、加えて、地裁支部管轄単位で実
働弁護士１人当たりの人口が非常に多数である
地域のうち、当該地裁支部から公共交通機関を
用いて長時間を要することなく移動できる範囲
内に地裁本庁又は多数の実働弁護士が事務所を
開設している地裁支部が存在しない地域におい
て、当該地裁支部管内の人口・事件数等を考慮
しつつ、地域事務所を設置し、常勤弁護士を常
駐させる。
　前述の地域に隣接する地方事務所等に配置す
る常勤弁護士を巡回させることにより、同地域
において、法律サービスを提供するための具体
的な方策を企画・立案し、実施する。

　加えて、地方裁判所支部管轄
単位で実働弁護士１人当たりの
人口が非常に多数である地域の
うち、当該地方裁判所支部から
公共交通機関を用いて長時間を
要することなく移動できる範囲
内に地方裁判所本庁又は多数の
実働弁護士が事務所を開設して
いる地方裁判所支部が存在しな
い地域において、法律サービス
の需要も考慮しつつ、弁護士
会、地方公共団体その他関係機
関とも連携協力しながら、支援
センターの常勤弁護士による法
律サービスの提供が可能な体制
を整備する。

法律サービスの提供に係る
体制の整備
　地方裁判所支部管轄単位で実
働弁護士がいないか１名しかい
ない地域のうち、当該地方裁判
所支部から公共交通機関を用い
て長時間を要することなく移動
できる範囲内に地方裁判所本庁
又は２名以上の実働弁護士が事
務所を開設している地方裁判所
支部が存在する地域を除外した
「実質的ゼロワン地域」におい
て、法律サービスの需要も考慮
しつつ、弁護士会、地方公共団
体その他関係機関とも連携協力
しながら、支援センターの常勤
弁護士による法律サービスの提
供が可能な体制を整備する。
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　司法過疎対策として，地
方裁判所支部管轄単位で実
働弁護士がいないか１名し
かいない地域を始め，人
口，事件数，実働弁護士
数，地域の交通の実情等を
総合考慮して弁護士等に法
律事務の取扱いを依頼する
ことに困難のあると考えら
れる地域の解消に取り組む
こととし，実働弁護士が多
数いる地域との距離・交通
の便，法律サービスの需要
の程度等を考慮しつつ，日
本弁護士連合会等とも連携
協力しながら，必要な地域
において，支援センターの
常勤弁護士による法律サー
ビスの提供体制の整備を図
る。

　常勤弁護士の確保のために、日本弁護士連合
会、単位弁護士会、司法研修所等の関係機関・
団体の協力を得て、常勤弁護士の業務内容、採
用情報などについて、司法修習生、弁護士、司
法試験合格者、法科大学院生等に対する説明を
行う。

　総合法律支援の中核を担う支
援センターの体制整備のため、
契約弁護士・司法書士の幅広い
確保に加えて、所要の常勤弁護
士の確保に努める。
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③ ③

　 　

④ ④

　 　

ア 　能力主義に基づく的確な
職員の採用及び人事配置を
行う。

① ① １　採用について
　職員の採用に当たっては、多肢択一式問題、論文問題及び面接により、能力及び支援センターへの適性を
判断し、広い知識と利用者のニーズを的確に察知できる人材の確保に努めている。面接の実施に際しては、
局部長、課長、課長補佐及び地方事務所職員を面接官とし、採用対象者に応じて、面接回数及び面接官の構
成を決定している。
　有期契約職員から常勤職員への登用に際しては、上記と同様の試験内容に加え、当該有期契約職員の属す
る職場の管理者による評価をも、採用決定の資料としている。
　平成22年度は、一般公募により、応募のあった2,110名を対象とし、新卒・中途の採用試験を行い、104名
の採用内定を行った。また、特に有能な有期契約職員の活用を図るため、有期契約職員のうち、申込のあっ
た72名を対象に、常勤職員への登用試験を実施し、12名の合格者を決定した。
２　人事配置について
　人事異動計画の策定に当たっては、勤務評定による評価、管理者の適性に関する意見及び職員の意向等を
考慮の上、各地方事務所の事件数を勘案し、組織の強化及びサービスの質の向上を図るための適正配置に努
めている。
　組織の活性化を図るため、広範にわたる人事異動計画を策定し、平成23年４月１日付けで125名を異動さ
せた。また、昇格試験受験申込のあった１級から５級の者145名に対し、各級に求められる能力・適性を測
れる内容とした筆記試験及び面接試験を実施し、管理者適性の観点から選定を行い、合格者92名を決定し
た。

※実績報告書（22年度）　29ページ参照

Ａ 　採用試験及び昇格試験については、厳正な判定
に努めた。
　人員配置については、昇格者の配置に考慮する
などし、的確な配置に努めた。
　また、人事交流については、当初の計画どおり
に実施した。

イ 　人事交流等により，多様
な経験を積むことができる
人材育成の仕組みについて
検討する。

② ② 　組織の中核を担う職員として幅広く活躍することが期待される者に対し、国等の他組織における業務を経
験させることにより、職員のスキルアップ及び組織の充実強化を図ることを目的として、次のとおり人事交
流を行った。
　行政能力を身につけた職員を養成するため、職員１名を法務省へ６か月間派遣し、勤務研修を行った。
　同種独立行政法人のノウハウを学ぶとともに、国民生活センターとの相互理解及び連携を強化するため、
同センターとの間で職員１名を相互に人事交流させることとし、１年６月の予定で人事交流を開始した。

※実績報告書（22年度）　29ページ参照

　常勤弁護士については、実務経験年数が10年未満の者の任期を３年、実務経験年数が10年以上の者の任期
を２年とし、それぞれ２回まで更新可能とすることとしている。なお、司法修習生から採用した常勤弁護士
については、３回まで任期の更新を可能とし、当初の任期は１年として、養成事務所において指導、教育を
行い、最初の任期の更新後、法律事務所に赴任することとしている。

※実績報告書（22年度）　28ページ参照

１　募集活動の推進
　平成22年度は、合計18回余りにわたり、司法修習生や法科大学院生、司法試験合格者等を対象として、常
勤弁護士採用案内のパンフレットや募集要項等を配布するとともに、常勤弁護士の業務内容、意義・魅力、
採用情報等に関する説明会を実施した。また、経験豊富な中堅弁護士の確保に向けて、法曹経験が概ね10年
以下であり、60歳未満の既登録弁護士約２万名に対して常勤弁護士の採用案内や応募書類を送付し、応募を
促す取組を行った。
２　総合評価に基づく人材の確保
　常勤弁護士の採用に当たっては、支援センターの職員としてのみならず弁護士としての素養を見極め、総
合法律支援に意欲的に取り組むより良い人材を確保するという観点から、各応募者について日本弁護士連合
会から弁護士としての基本的能力も含めた常勤弁護士としての適性に関する意見を徴した上、採用面接を実
施し、他者とのコミュニケーション能力等も含めた総合的な能力・適性・意欲の高さなどを審査した上、採
用を行った。

※実績報告書（22年度）　27ページ参照

　新人弁護士の確保に向けて、合計18回余りにわ
たり、司法修習生や法科大学院生、司法試験合格
者等を対象として、常勤弁護士採用案内のパンフ
レットや募集要項等を配布するとともに、常勤弁
護士の業務内容、意義・魅力、採用情報等に関す
る就職説明会を積極的に実施した。また、経験豊
富な中堅弁護士の確保に向けて、既登録弁護士約
２万名に対して常勤弁護士の採用案内や応募書類
を送付し、応募を促す取組を積極的に行った。
　また、常勤弁護士の待遇については、年度計画
に従って、実務経験年数が10年未満の者の任期を
３年、実務経験年数が10年以上の者の任期を２年
とし、それぞれ２回まで更新可能とした上、司法
修習終了直後の者については最初の任期を１年と
して、司法修習終了直後の者等から常勤弁護士を
採用した。

Ａ

②職員の質の向上等

職員の質の向
上を図るため
の，採用，人
事配置及び人
材育成面にお
ける取組状況

ウ 　常勤弁護士の採用に当
たっては，支援センターが
多様な分野にわたる業務を
行うことを考慮し，幅広い
人材の中から，例えば，裁
判員裁判にも適切に対応し
得る刑事弁護に高い能力を
有する人材や，関係機関・
団体との連携協力関係を適
切に構築し得る人材を含
め，支援センターの業務の
円滑で効率的な運営に適応
でき，総合法律支援への取
組に意欲的で，国民の期待
に応えることのできる人材
の確保を図る。

意欲的で国民
の期待に応え
ることのでき
る常勤弁護士
の確保に向け
た取組状況

常勤弁護士の採用
　常勤弁護士の業務内容、採用情報などにつ
いて、司法修習生、弁護士、司法試験合格
者、法科大学院生等に対する説明を積極的に
行い、総合法律支援への取組に意欲的で、国
民の期待に応えることのできる人材の確保に
努める。

常勤弁護士の採用
　常勤弁護士の採用に当たって
は、適時的確な人員配置その他
支援センターの業務の円滑で効
率的な運営に適応でき、裁判員
裁判にも適切に対応し得る刑事
弁護に高い能力を有する人材
や、関係機関・団体との連携協
力関係を適切に構築し得る人材
等を含む、総合法律支援への取
組に意欲的で、国民の期待に応
えることのできる人材の確保を
図る。

常勤弁護士の待遇
　常勤弁護士については、実務経験年数が１
０年未満の者の任期を３年、実務経験年数が
１０年以上の者の任期を２年とし、それぞれ
２回まで更新可能とすることを基本としつ
つ、最初の任期を１年として、司法修習終了
直後の者等から常勤弁護士を採用する。

(2)職員の質の向上等

エ 　常勤弁護士については任
期付採用とし，その報酬に
ついては実務経験年数にお
いて同等の裁判官・検事の
給与を参考にする。
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　効率的で効果的な事務を遂行する観点から、
能力主義に基づく的確な職員の採用及び人事配
置を行う。

　職員の資質向上や人材育成を図るため、国、
独立行政法人、民間企業等を含む広範な関係機
関・団体との人事交流を図る。

　効率的で効果的な事務を遂行
する観点から、能力主義に基づ
く的確な職員の採用及び人事配
置を行う。

常勤弁護士の待遇
　常勤弁護士については任期付
採用とし、その報酬については
実務経験年数において同等の裁
判官・検事の給与を参考にす
る。

(2)職員の質の向上等

　職員の資質向上や人材育成を
図るため、国、独立行政法人、
民間企業等を含む広範な関係機
関・団体との人事交流を図る。

5/23



 
中期計画の各項目 年度計画（平成２２年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標
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ウ 　常勤弁護士による裁判員
裁判への適切な対応を可能
とするための研修等，常勤
弁護士を含む職員の専門性
を向上させるとともに，効
率的で効果的な業務遂行が
できるようにするための研
修の実施及び研修内容の充
実に努める。他方で，研修
を行うに当たっては，過去
に行った研修の内容や効
果，研修に要した費用等を
考慮して，効率的で効果的
な研修の実施を心がける。

③ ③ 常勤弁護士を
含む職員に対
する効率的で
効果的な研修
の実施状況

Ａ １　一般職員に対する研修
　当初計画どおりに実施し、さらに研修内容の充
実化も図った。
２　常勤弁護士に対する研修
　常勤弁護士に対し、支援センター本部主催の研
修を体系的に実施するとともに、研修内容につい
てもより高い効果を得られるよう工夫した上、各
ブロック単位の研修も充実させ、地域の実情に応
じたきめ細やかなニーズにも的確に対応した。

　また、常勤弁護士が事件処理等を行うに当たり、法曹同士のネットワーク・支援体制を整備するため、
「常勤弁護士支援メーリングリスト」を整備することにより、常勤弁護士間の情報交換の場を提供するとと
もに、日本弁護士連合会の協力を得て、民事事件、刑事事件を始め、各分野の専門家である弁護士等がアド
バイザリースタッフとして同メーリングリストに参加し、常勤弁護士からの質問に対し、適時適切なアドバ
イスを行っている。
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　利用者への良質なサービスを安定的に提供す
るため、職員の実務能力や専門性を向上させる
体系的な研修を、費用等を考慮して効率的にか
つ計画的に実施するとともに、効果的な研修と
なるよう研修内容の充実に努める。
　また、常勤弁護士に対して支援センター本部
主催の研修を体系的に実施するとともに、各ブ
ロック単位の研修を充実させる。

　利用者への良質なサービスを
安定的に提供するため、職員の
実務能力や専門性を向上させる
体系的な研修を、費用等を考慮
して効率的にかつ計画的に実施
するとともに、効果的な研修と
なるよう研修内容の充実に努め
る。
　また、常勤弁護士に対する研
修を体系的に実施し、裁判員裁
判その他の事件への適切な対応
が可能となるよう常勤弁護士の
能力向上を図る。

１　一般職員に対する研修
　職員の資質及び能力の向上を図るため、職責に応じた階層別研修を職員研修要綱で定めて実施しており、
各職員の担当する業務を適性・円滑に行うため、実務能力の向上を目的とした実務研修を所管各課において
実施している。実務研修の実施に際しては、職場における指導的立場の職員を研修員とし、研修効果の
フィードバックを義務づけることにより、経費節約と効率化に努めている。
　職員研修要綱に基づく研修を７回実施し、延べ21日間に延べ281名の職員を受講させ、内容については、
初任者向け研修に接遇のカリキュラムを導入するなどして改善を図った。専門性向上のため、情報提供、民
事法律扶助、国選弁護及び法律事務の各業務に従事する職員を対象とし、延べ10日間に延べ259名の研修を
実施した。また、人事院主催の課長級及び課長補佐級の研修に各１名・各３日間職員を参加させたほか、地
方自治体の実施する研修に職員を派遣するため、東京都の関係部局との調整を図った。
２　常勤弁護士に対する研修
　支援センターの各法律事務所に赴任した常勤弁護士に対しては、日ごろの実務を通して学ぶ必要があると
実感しているテーマを常勤弁護士から提出させ、そのテーマに関する知識・技術を身に付けられるような本
部主催の研修を実施した。また、よりきめ細やかなニーズに的確に対応するため、全国を７つのブロックに
分け、各地で勤務する常勤弁護士に必要と感じる研修をそれぞれ企画・実施させ、各地の実情を反映させた
少人数制のきめ細やかな研修（ブロック別研修）を実現して、常勤弁護士間の技術・経験の共有を図るとと
もに、全体的な能力・技量の向上を図った。また、特に、常勤弁護士の担うべき重要な役割の一つである裁
判員裁判については、最高裁判所の協力も得て、実際の裁判員法廷を使用し、参加者全員が複数回模擬尋問
を行うなど、効果の高い参加型の研修を実施した。司法修習終了直後に採用した新人常勤弁護士に対して
は、１年間の任期満了時には常勤弁護士としての基本的な素養を獲得できるよう、継続的な内容の通年の研
修スケジュールにより研修を実施した。これに加えて、平成22年11月には支援センター本部内に裁判員裁判
弁護技術研究室を新設し、国内でもトップレベルの刑事弁護専門家を室長及び主任研究員として迎え、日常
的に、常勤弁護士が取り扱っている裁判員裁判事件について、指導・助言を行った。その他、法律事務所事
務職員を対象にした業務研修を実施した上、法律事務所事務職員向けの実践的かつ網羅的な業務手順マニュ
アルを作成・配布し、常勤弁護士の業務の効率化を図った。
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ア 　国費の支出を含む業務運
営の適正を確保するため，
支援センターの業務及び会
計について，監事及び会計
監査人による厳正な監査を
受けるとともに，業務執行
部門から独立した内部監査
体制の整備，強化を図るよ
う努める。

① ① コンプライア
ンス体制の整
備，強化に向
けた取組状況

１　内部監査体制の整備・強化
　内部監査は業務運営の実情を調査し、その効果的かつ効率的執行を図るとともに、予算執行及び会計経理
の適正を期することを目的として実施している。平成22年度は、業務執行部門から独立した内部監査体制の
整備・強化を図るため、内部監査に専従する常勤職員１名を増員したほか、総務省主催の評価・監査中央セ
ミナーに参加するとともに、社団法人日本内部監査協会が実施する内部監査基礎講座を受講した。また、平
成21年度に策定した情報セキュリティ対策基準に基づき、支援センターの保有する情報及び情報システムの
セキュリティを確保するため、情報セキュリティ監査を実施している。
　平成22年度は、内部監査、情報セキュリティ監査ともに、実地監査の対象数を平成21年度より増やして実
施した。内部監査は本部のほか、16地方事務所、５支部、３出張所及び12地域事務所の合計36事業所につい
て、実地監査を行い、その結果を理事長に報告するとともに、該当課室、事務所等に周知を図り、必要な改
善措置を講じるよう求めた。また、情報セキュリティ監査を９地方事務所で行った。
　なお、平成20年度から継続してきた被疑者国選弁護人に支払う報酬及び費用の算定に関する内部監査を終
了した。
２  監事監査の実施
　監事監査は、支援センターの業務の適正かつ効率的な運営を図ること及び会計経理の適正を確保すること
を目的として実施されている。監事監査は本部のほか、６地方事務所について実地監査が行われている。
３　会計監査人監査の実施
　第一期中期目標期間において会計監査人による監査が全地方事務所等で実施されたことをうけて、本年度
は本部を中心とした監査が行われ、本部、鹿児島、下田等の合計15か所を対象に実施した。
　会計監査人による指摘事項については、本部において一覧表に集約し、その現状の問題点を分析するとと
もに、対応策を検討し、地方事務所等へのフィードバックや執行部への報告を行った。

※実績報告書（22年度）　31ページ参照

　人員が限られるなどの制約があるなかで、平成
21年度よりも内部監査、監事監査及び情報セキュ
リティ監査の実施数を増やした。しかしながら、
業務執行部門から独立した内部監査体制の整備
は、なお不十分である。

　会計監査人による指摘事項への対応を速やかに
行えるよう、ブロック毎に本部担当者を配置した
が、必ずしも十分なフォローが出来たとは言え
ず、今後さらに、地方事務所等の会計担当者との
連携を強化し、国費の支出を含む業務運営の適正
を確保したい。

イ 　内部統制を強化するため
に必要な措置について検討
し，実施する。また，支援
センターが行う業務が，法
令及び諸規程を遵守して行
われる体制を確立するた
め，コンプライアンス体制
の確立に向けた検討を進
め，所要の施策を順次実施
する。

② ② １　監査基盤整備
　内部監査、監事監査及び情報セキュリティ監査の際に認められた改善事項については、各地方事務所にお
いて対応した。また、平成23年３月には「法テラス運営理念」を定め、コンプライアンスの基本となる役職
員の行動指針を明らかにするとともに、全国地方事務所長会議、全国地方事務所事務局長会議を通じて、役
職員のコンプライアンスの推進を確認した。
２　研修の実施
　(1) 新任職員研修
    　平成22年11月16日ないし19日に実施した新任職員研修の中で、平成22年４月以降に採用された新任職
員に対し、情報セキュリティ関連規程、システム・セキュリティをめぐる最近の動向、セキュリティ・マネ
ジメント（内部統制）等に関する講義を行った。
　(2) 国選弁護担当者研修等
　　　平成22年11月25日、同月26日の２日間にかけて、業務に関する各種知識の付与をすることにより業務
に関する過誤・不祥事案を防止することを目的とした各地方事務所・支部の国選弁護業務担当者を対象とす
る国選弁護業務担当者研修を実施した。同研修においては、報酬算定事務を中心に国選弁護業務全般につい
て解説をするとともに、報酬算定について過誤を招きやすい算定項目を盛り込んだ報酬算定演習を行った。

３　内部規程等の遵守に関する注意喚起
  平成22年度においても、全国的に、内部規程等を遵守しない不適切な業務運営（例えば、ＦＡＸを送信す
る際には職員２名以上が立ち会い、送信先のＦＡＸ番号を確認しながら機器の操作を行う旨定めた内規に反
し、職員１名のみでＦＡＸ機器の操作を行った結果、誤送信を引き起こした事例や、当センターに国選弁護
人が提出する活動報告書の提出期限について約款に反する取扱いがなされた事例等）が散見されたが、その
都度、当該職員のみならず、他の地方事務所に対しても注意喚起を行うなどして再発防止に努めた。
　
※実績報告書（22年度）　32ページ参照

　支援センターの倫理規範となり得る「法テラス
運営理念」を平成23年３月に制定し、役職員への
周知徹底を図るなどコンプライアンスの一層の推
進を図ったが、コンプライアンス体制の整備充実
に向けた更なる取組が必要である。

　過誤・不祥事案の防止を目的として、関係諸規
程の解説を内容とする研修を実施したこと、研修
員に対する事後アンケート結果等によれば研修に
よって業務上の留意点について認識を新たにした
旨の記載が多くなされていることから、契約約款
を始めとする関係諸規程の周知がなされたと考え
られる。

　内部規定等に反する不適切な事例についてはそ
の都度注意喚起をしてきたが、引き続きコンプラ
イアンスの徹底を図る必要がある。
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ウ 　業務に関する不祥事の発
生を防止するために支援セ
ンターがとり得る対策を検
討し，実施する。

③ ③ 業務に関する
不祥事の発生
防止に向けた
取組状況

１　再発防止に向けての対策
　前年度から継続していた、被疑者国選弁護事件における接見回数の申告状況に関する調査を終え、その結
果を日本弁護士連合会等の関係機関に提供するとともに同調査等を踏まえて更なる不正請求の防止策につい
て、これらの機関とも協議し、検討した。
　また、前年度中に導入した、被疑者国選弁護事件の報酬請求の際に、接見回数を疎明する資料の添付を必
要とする制度に関し、契約に関する説明会において同制度を説明するとともに、契約弁護士が被疑者国選弁
護事件を受任するごとに同制度のリーフレットを添付するなどして、同制度の周知と定着に努めた。
  さらに、契約に関する説明会の席上や日本弁護士連合会及び各地の弁護士会を通じ、契約弁護士に対し、
支援センターに提出する弁護報告書の記載につき、正確な事実報告をするよう呼びかけた。
２　過誤事案に対する対処
　被疑者国選弁護事件における接見回数の申告状況に関する調査によって過大請求が発見された弁護士に対
して、過払い金の返還請求や、契約上の措置等事案に応じた処分の実施に向けた準備に着手した。

※実績報告書（22年度）　34ページ参照

Ｂ 　被疑者国選弁護事件における接見に関する疎明
資料の制度については、上記のとおり、機会を見
て、契約弁護士に対し、周知しており、被疑者の
接見に関する報酬請求時には、ほぼすべての事件
において、疎明資料が添付されていることからす
れば、本制度は相当定着してきていると言える。
　他方、過大請求事案に対する対応は終わってお
らず、引き続き、作業を進めなければならない。

Ｂ

③内部統制・ガバナンスの強化等

　国費の支出を含む業務運営の適正を確保する
ため、内部監査、会計監査人の監査及び監事監
査の連携の在り方を検討するとともに、業務執
行部門から独立した内部監査体制の整備・強化
を図るなどして、監査の質・量について充実・
強化を図る。

(3)内部統制・ガバナンスの強化等(3)内部統制・ガバナンスの強化等

　上記監査結果等を踏まえ、規程の整備等の内
部統制を強化するために必要な措置について検
討・実施するとともに、職員に対する研修を実
施するなどして法令・規程等の周知を徹底し、
コンプライアンスの一層の推進を図る。

　国費の支出を含む業務運営の
適正を確保するため、内部監
査、会計監査人の監査及び監事
監査の連携の在り方を検討する
とともに、業務執行部門から独
立した内部監査体制の整備・強
化を図るなどして、監査の質・
量について充実・強化を図る。

　国選弁護業務に係る契約弁護士による不祥事
を防止するため、平成２２年度中に、業務フ
ローを検証するなどして、支援センターとして
採り得る対策を検討し、対策が必要なものにつ
いては、可能な限り速やかに実施する。また、
契約弁護士に対して関連する規則等を周知徹底
し、過誤事案が発覚した場合には、事案に応じ
て適切な対応をすることにより、コンプライア
ンスの一層の推進を図る。

14
　上記監査結果等を踏まえ、規
程の整備等の内部統制を強化す
るために必要な措置について検
討・実施するとともに、職員に
対する研修を実施するなどして
法令・規程等の周知を徹底し、
コンプライアンスの一層の推進
を図る。

　平成２０年１０月に発覚し
た、国選弁護業務に係る契約弁
護士による報酬の不正請求事案
を契機として、支援センターで
は、接見回数３回以上の被疑者
国選弁護報酬請求があった事案
全件について、調査を実施する
とともに、同様の不祥事を防止
するため、報酬請求の際に疎明
資料の添付を必要とする措置を
講じたところであるが、更なる
対策を要する点及び採り得る対
策を検討した上で、必要な対策
を速やかに実施する。また、契
約弁護士等に対して関連する規
則等の周知を徹底し、二度と不
適切な事案が発生しないよう万
全の措置を講じ、コンプライア
ンスの一層の推進を図る。
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16

ア 　全国の地方事務所（地方
裁判所本庁所在地に設置さ
れる事務所をいう。以下同
じ。）単位で地方協議会を
開催し，支援センターの業
務に関する具体的情報の周
知を図るとともに，利用者
及び関係機関・団体の意見
を聴取し，これを業務運営
上の参考とするように努め
る。

① ① 利用者及び関
係機関等の意
見を参考とし
た当該地域の
実情に応じた
業務運営へ向
けた地方協議
会の開催状況

  平成22年度においては、全国の地方事務所において、合計83回（平成21年度：86回）の地方協議会を開催
した。各地方事務所においては、地域別に開催したり、多重債務問題、労働問題、家庭問題、法教育などの
テーマごとに開催するなど、適宜工夫しながら開催し、関係機関・団体との一層の連携強化を図った。
　また、関係機関・団体に対し、あらかじめアンケート調査を実施して、支援センターに対する問題提起、
疑問点等を寄せてもらい、地方協議会の際に寄せられた意見等を聴取するとともに、その意見等を業務に反
映させるなどして、関係機関・団体との相互理解を深めるなど、更なる連携の強化が図られた。

※実績報告書（22年度）　35ページ参照

Ａ 　地域別やテーマ別など工夫して開催することに
より、参加者から積極的な議論を引き出し、その
後の業務の改善等に生かすことができた。

17

イ 　本部又は地方事務所にお
いて，支援センターの運営
に関し，利用者その他の関
係者の意見を聴いて参考と
するための地方協議会その
他の会議等を開催する場合
には，支援センターの業務
運営の公正・中立性，利用
者の立場に立った業務遂行
及び関係機関・団体との連
携協力関係の確保が重要で
あることを踏まえ，その人
選を行う。

② ② 地方協議会等
の出席者の人
選についての
配慮状況

　地方協議会を開催するに当たっては、各地方事務所において、議題や開催方法などにより、参加してもら
う関係機関・団体を検討した上で出席依頼を行ない、利用者の意見が反映されるよう取り組んだ。平成22年
度においては、地域の抱えている課題に応じ、例えば、生活保護をテーマに掲げて福祉相談窓口担当者に出
席を依頼するなど、利用者の意見が反映されるような人選を行った。

※実績報告書（22年度）　35ページ参照

Ａ 　支援センターの業務運営の公正・中立性、利用
者の立場に立った業務遂行及び関係機関・団体と
の連携協力関係の確保の観点から、テーマや開催
場所に応じ、幅広い機関からの参加を求めた。

18

ア 　弁護士のみならず司法書
士その他の隣接法律専門職
者のサービスをより身近に
受けられるようにし，ま
た，法による紛争解決のた
めに有益な情報を幅広く提
供するため，弁護士及び司
法書士その他の隣接法律専
門職者の団体並びにその他
の関係機関・団体との連携
の維持・強化を図る。

① ①

②

③

関係機関等と
の連携維持・
強化に向けた
取組状況

１　中央レベルでの連携に関する取組状況
・法務省と連携し内閣官房が主催する総合法律支援関係省庁連絡会議（７月、18府省庁が参加）に参加し、
関係機関に対して支援センターの業務内容についての理解を得るとともに、連携強化を依頼した。
・同会議に出席した関係機関に対し、コールセンター見学会を実施した（７府省庁等参加・参加人数46
名）。
・関係機関や団体が行う全国レベルでの研修会へ、支援センター本部から講師を派遣した（10月不動産鑑定
士協会）。
２　地方事務所における連携に関する取組状況
・全国の各地方事務所、支部において地方協議会や相互研修会・打合を開催(333回）し、関係機関・団体と
の連携の充実に努めた。
３　新たに創設される関係機関・団体等との連携に関する取組状況
・金融庁及び株式会社武富士破産管財人から依頼を受け、コールセンター及び地方事務所において同社に関
する適切な情報提供を行うとともに、利用者を関係する窓口に案内した（513件）。
・日本弁護士連合会や弁護士会が新たに開設した中小企業を対象とする「ひまわりほっとダイヤル」につき
情報提供を行った（6,281件）。
・消費者庁と独立行政法人国民生活センターが連携して運用する事故情報データバンクシステム(生命・身
体に係る消費生活上の事故情報を関係機関から一元的に集約して提供するシステム)に対し、コールセン
ターに寄せられた相談情報のうち、該当情報を事故情報として登録した（登録件数：4件）。

※実績報告書（22年度）　36ページ参照

Ａ 　中央、地方とも会議・打合せ会を通じて、支援
センター業務についての共通認識を得ることがで
き、連携の強化が図られた。
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イ 　犯罪被害者の支援に資す
るサービス提供機関は必ず
しも法的紛争解決に関わる
ものに限られないことに留
意し，犯罪被害者に対して
的確な情報を効率的に提供
するなど犯罪被害者に対す
る充実したサービスの提供
を図るため，被害者支援連
絡協議会の場を積極的に活
用するなどして，犯罪被害
者支援関係機関・団体との
連携の維持・強化を図る。

② ④ 犯罪被害者支
援関係機関等
との連携維
持・強化に向
けた取組状況

１　犯罪被害者支援連絡協議会への参加
　各地方事務所において、各都道府県警察等が事務局となっている「犯罪被害者支援連絡協議会」（全地方
事務所で加盟済。昨年度は48か所で開催）の場で、支援センターの犯罪被害者支援業務実績を報告し、か
つ、他の機関・団体における取組状況等について情報交換を行うことなどによって、各関係機関・団体が
行っている犯罪被害者支援業務に関する相互理解に努めることにより、連携の維持・強化を図った。また、
日本弁護士連合会委託援助、被害者参加人のための国選弁護制度、民事法律扶助制度の各制度の利用につい
ても説明し、支援センターの提供できる被害者支援制度について総合的な理解を深めることに努めた。
２　ＤＶ防止法第９条連絡協議会への参加
　各地方事務所において、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律第９条の趣旨に基づき設
置された連絡協議会に参加し、ＤＶ対策に取り組む関連団体とのさらなる連携を図った（50地方事務所のう
ち21年度は25地方事務所が参加。22年度は39地方事務所に増えた。）。
３　関係機関との連携
　「被害者週間」（11/25～12/1）には、関係機関とともに街頭で啓発・広報活動を行った。具体的には、
啓発用グッズやリーフレット、チラシの配布、啓発パレードへの参加を行い、あるいはイベント会場にブー
スを設置して、ポスター、パネルの展示などを行った。

※実績報告書（22年度）　37ページ参照

Ａ 　各地方事務所において、被害者支援連絡協議会
やＤＶ連絡協議会に加え、被害者支援連絡協議会
に設置されている分科会、また事務局での連絡会
議など積極的に参加し、関係機関と相互理解や連
携強化に努めた。
　被害者週間に際しては関係機関とともにイベン
トや街頭で広報グッズやリーフレットを配布する
など、犯罪被害者支援に関する広報活動などを行
うことで更なる緊密な連携・協力関係を構築し
た。

①地方協議会の開催等

②関係機関との連携強化 (2)関係機関との連携強化

3 外部機関等との関係 3 外部機関等との関係

(2)関係機関との連携強化

(1)地方協議会の開催等

　全国の地方事務所において、各地の実情を踏
まえ、開催する地方協議会の議題、参加者、開
催時期、開催回数等を適宜工夫し、支援セン
ターの業務に関する具体的情報を周知するとと
もに、参加者に対するアンケート調査等を実施
するなどして、利用者及び関係機関・団体の意
見を聴取し、業務運営上の参考とすることなど
により、関係機関・団体との一層の連携強化を
図り、当該地域の実情に応じた業務運営を行
う。

　本部又は地方事務所において、利用者その他
の関係者の意見を聴いて参考とするための地方
協議会その他の会議等を開催する場合には、支
援センターの業務運営の公正・中立性、利用者
の立場に立った業務遂行及び関係機関・団体と
の連携協力関係の確保の観点から、その人選を
行う。

　内閣官房・法務省と連携し、総合法律支援関
係省庁等連絡会議等を開催し、中央レベルでの
連携・協力関係の維持・充実に努める。

　各地方事務所において、地方協議会や研修
会・打合せ等を通じて連携の充実に努める。

　社会情勢等に伴い新たに創設される関係機
関・団体に関する情報収集に努め、支援セン
ターの業務についての理解を得て、連携・協力
関係の構築に努める。

　地方事務所ごとに、被害者支援連絡協議会に
設置されている分科会や犯罪被害者支援に関す
る協議会等に参画するなどして、関係機関・団
体との連携・協力関係の維持・強化を図る。

(3)外部機関等との関係

　全国の地方事務所において、
各地の実情を踏まえ、開催する
地方協議会の議題、参加者、開
催時期、開催回数等を適宜工夫
し、支援センターの業務に関す
る具体的情報を周知するととも
に、参加者に対するアンケート
調査等を実施するなどして、利
用者及び関係機関・団体の意見
を聴取し、業務運営上の参考と
することなどにより、関係機
関・団体との一層の連携強化を
図り、当該地域の実情に応じた
業務運営を行う。

　本部又は地方事務所におい
て、利用者その他の関係者の意
見を聴いて参考とするための地
方協議会その他の会議等を開催
する場合には、支援センターの
業務運営の公正・中立性、利用
者の立場に立った業務遂行及び
関係機関・団体との連携協力関
係の確保の観点から、その人選
を行う。

　犯罪被害者に対する充実した
サービスの提供のため、被害者
支援連絡協議会を、犯罪被害者
に対して的確な情報を効率的に
提供するための情報交換の場と
して積極的に活用するなどし
て、同協議会に参画している犯
罪被害者支援関係機関・団体等
との連携の維持・強化を図る。

(1)地方協議会の開催等

　窓口設置機関・団体数につい
ては、現在約２５，０００の相
談窓口が情報提供システムに登
録され、量的な部分での目標は
達成したところ、今後は、これ
まで構築してきた関係機関・団
体との連携を引き続き良好な状
態で維持するとともに、支援セ
ンターの業務について相互に共
通の認識を共有できるようにす
るための意見交換や相互研修を
行うことなどにより、利用者に
とってより有益な情報提供がで
きるよう、関係機関・団体との
連携の強化・充実を図る。

8/23



 
中期計画の各項目 年度計画（平成２２年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

(1)一般管理費等 (1)一般管理費等

ア 　役職員の報酬，給与につ
いて，引き続き，国家公務
員の給与構造改革の趣旨を
踏まえた適切な給与体系の
維持，柔軟な雇用形態の活
用等による合理化，効率化
を行う。

① ① 一般管理費の
合理化・効率
化に向けた取
組状況

　業務の繁閑・内容に応じ、パートタイム・フルタイムの非常勤及び常勤職員の配置を行い、柔軟な雇用形
態の活用に努めており、給与体系についても、国の制度と同じ内容の給与規程を維持している。給与規程に
ついては、平成22年の国家公務員給与法改正を踏まえ、支援センターの規程を改正した。
　なお、国家公務員との給与水準の比較指標（ラスパイレス）は、81.0ポイントとなっている。

※実績報告書（22年度）　38ページ参照

Ａ 　ラスパイレスは低水準を維持し、81.0ポイント
である。

② ② 　本年度の人件費を除く一般管理費（2,824,549千円）のうち、新規追加・拡充分を除いた額は2,270,230千
円である。これは、前年度の人件費を除く一般管理費（2,296,082千円）と比べ、対前年度△25,852千円の
削減となった（△1.1％減）。その結果、人件費を除く一般管理費について、前年度比１％（22,961千円）
を上回る削減額を達成した。
　経費削減の内容としては、前年度に実施した広報活動に係る経費（平成21年度280,904千円）について、
平成22年度では広報活動の在り方を見直して、費用のかかる新聞広告の代替として記者説明会を利用、効果
が高く低コストなホームページの充実化を図るなどの取組を行ったことにより、265,494千円に削減した
（削減額15,410千円）。また、研修実施経費（平成21年度74,757千円）について、平成22年度では、事務局
長会議と管理者研修を同時に開催するなどの研修計画の見直しを行い64,242千円に削減した（削減額10,515
千円）。

※実績報告書（22年度）　38ページ参照

　所要の削減額を上回る額を達成した。

ア

イ

イ 　人件費以外の一般管理費
について，無駄を排除する
とともに，一般競争入札等
の競争的手法の利用の徹底
により契約手続の適正を維
持し，全体として効率化に
努める。

③ ③ 　物品の購入、建物・宿舎の賃借、工事の請負その他の契約を行うに際し、目的が特定の者でなければ納入
できないような性質上やむを得ないものを除いて、一般競争入札及び企画競争等の競争的手法によった。
  これに加え、これら競争的手法において、競争性が十分確保されるよう、一者応札となった契約を精査
し、応募者を増やすための改善方策について検討し、その方策である「一者応札・応募に係る改善方策につ
いて」をホームページに公表するとともに、この方策に従って、入札参加者を増やすため、入札参加が予想
される業者に対して積極的に入札情報のＰＲを行ったり、入札に関する情報として、公告文に加え入札説明
書等を併せてホームページに掲示する等の措置を講じた。
  さらに、少額随契の場合において、複数の業者から見積りを徴取し、最も低額な価格で契約することなど
により、経費の削減を図った。
  なお、支援センターにおける平成22年度の契約の状況については、別紙４のとおりである。

※実績報告書（22年度）　39ページ参照

　物品の購入等において、競争性を高め、経費の
節減を図るため、一般競争入札及び企画競争等の
競争的手法によることを原則とし、また、これら
競争的手法において、競争性が十分確保されるよ
う、一者応札の解消に向けた方策に取り組んでい
る。全体的に、効率的な業務運営に向けた取組は
良好と評価できる。

　各種契約手続については、競争性、透明性及
び公正性を高めるため、原則として一般競争入
札及び企画競争等の競争的手法によることとす
る。また、いわゆる少額随契による場合におい
ても、見積り合わせ方式（複数の業者から見積
書を徴する競争的手法）によることとする。こ
れらの取組によって、経費の節減を図る。

1 総括

　人件費については、業務内容に応じた柔軟な
雇用形態の活用及び「国家公務員の給与構造改
革」の趣旨を踏まえた適切な給与体系の維持に
より、経費の合理化・効率化を図る。

　業務運営の効率化により、運営費交付金を充
当して行う事業については、新規に追加される
もの、拡充分等は除外した上で、以下の削減を
行う。
　平成２２年度は、一般管理費（人件費を除
く。）を、前年度比１パーセント削減する。

　平成２２年度は、一般管理費
（人件費を除く。）を、前年度
比１パーセント削減する。

1 総括

　平成２３年度以降は、一般管
理費（人件費及び公租公課を除
く。）を、毎年度、前年度比３
パーセント削減し、事業費（民
事法律扶助事業経費（立替金債
権管理事務処理費を除く。）を
除く。）を、毎年度、前年度比
１パーセント削減する。

　各種契約手続については、競
争性、透明性及び公正性を高め
るため、原則として一般競争入
札及び企画競争等の競争的手法
によることとする。また、いわ
ゆる少額随契による場合におい
ても、見積り合わせ方式（複数
の業者から見積書を徴する競争
的手法）によることとする。こ
れらの取組によって、経費の節
減を図る。

(1)総括

①一般管理費

Ⅱ　業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき
　措置

3 業務運営の効率化に関する事項

　支援センターは，主に国費
によりその業務を運営する法
人であることから，可能な限
りの効率化を反映させた業務
運営体制の整備を進め，以下
に掲げる各業務における効率
化に関する目標を達成するほ
か，業務運営全般につき，適
時適切な点検・見直しによ
り，効率的かつ円滑な業務運
営を図る。

20

　人件費については、業務内容
に応じた柔軟な雇用形態の活用
及び「国家公務員の給与構造改
革」の趣旨を踏まえた適切な給
与体系の維持により、経費の合
理化・効率化を図る。

　業務運営の効率化により、運
営費交付金を充当して行う事業
については、新規に追加される
もの、拡充分等は除外した上
で、以下の削減を行う。

Ⅱ　業務運営の効率化に関する目標を
　達成するためとるべき措置
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中期計画の各項目 年度計画（平成２２年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

ア 　職員数について，総合法
律支援の実施及び体制の整
備の重要性を踏まえつつ，
業務量に応じた適切なもの
とする必要がある。職員を
新たに採用する場合には，
業務を行うために真に必要
な職員数を検証した上で，
必要な数の採用を行う。職
員の配置については，配置
先の業務量に応じた適正な
ものとする。

① ① 業務量に応じ
た職員の採
用・配置に向
けた取組状況

１　業務量に応じた適切な配置と採用
　事件数が増加傾向にある中で、利用者へのサービスの質を低下させないよう配意しつつ、真に必要となる
職員数を配置するよう努めた。
　平成22年度においては、事件数が多い事務所及び超過勤務時間が多い事務所について、職員一人当たりの
事務量が適切となるよう、職員の増配置を行った。また、職員一人の出張所及び職員二人の支部について、
円滑な事務の遂行のため、職員の増配置を行った。
２　真に必要な職員数の検証
　真に必要な職員数の検証のためには、合理的な事務処理方法の確立が不可欠であるところ、事務処理の合
理化・標準化に資するものとして、実務トレーニー制度を策定し、延べ33日・17名を参加させ、その完了報
告書を社内ＬＡＮに掲示し、情報の共有を図ることにより、地方事務所の業務の合理化を図る環境を整備し
た。
　また、地方事務所の業務実態把握のため、本部総務部職員を全国13か所の事務所に派遣した。

※実績報告書（22年度）　39ページ参照

Ｂ 　真に必要な職員数の検証には至ってないが、そ
の環境整備及び調査に努めた。
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イ 　常勤弁護士が総合法律支
援の実施及び体制の整備の
ために果たすべき役割を踏
まえつつ，支援センターの
業務を遂行するために真に
必要な常勤弁護士の数を厳
格に検証する。常勤弁護士
の配置に当たっては，民事
法律扶助事件及び国選事件
の確実な受任，地域の関係
機関等との連携協力関係の
確保・強化の必要性，地域
における一般契約弁護士の
事件の受任体制等を総合考
慮し，適正な配置になるよ
う事前に十分な検討を行
う。

② ② 常勤弁護士の
適正な採用・
配置に向けた
取組状況

　常勤弁護士の配置の検討に当たり、
①民事法律扶助事件及び国選弁護関連事件等の受任の確実性については、当該地域の事件数及び弁護士数に
関する最新の情報を収集した上で日本弁護士連合会との協議も重ねるなどして、配置の必要性について検討
した。
②地域の関係機関との連携協力関係の確保・強化の必要性については、常勤弁護士と福祉関係機関との連携
をテーマとしたシンポジウムを開催するとともに、常勤弁護士が関係機関と連携することによる「紛争の総
合的解決のあり方」について検討するため、「常勤弁護士の役割等に関する検討会」を設置し、検討を重ね
た。

※実績報告書（22年度）　40ページ参照

Ｂ 　新たに16か所の地方事務所及び支部並びに10か
所の地域事務所に常勤弁護士を配置又は増員し、
民事法律扶助事件及び国選弁護関連事件等の担い
手を拡充したが、弁護士の少ない地域について
は、今後も引き続き、常勤弁護士を配置又は増員
していく必要がある。
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ウ 　支部，出張所について
は，業務量，対応する地方
事務所の体制，支部・出張
所を維持するための費用と
維持による効果等の点を総
合的に考慮して，廃止を含
め，必要な見直しを行う。

③ ③ 効果的・効率
的な業務運営
に向けた支
部・出張所の
必要に応じた
見直し状況

　東京地方事務所管内に複数配置されている出張所について検証した結果、渋谷出張所については、事件数
が他の出張所と比べ半分程度であること、本所及び新宿出張所に隣接していること、渋谷出張所と同一の場
所にある第一東京弁護士会の渋谷法律相談センターを指定相談場所とすることにより、渋谷地区の需要に対
応することが可能であることなどから廃止した。

※実績報告書（22年度）　40ページ参照

Ａ 　地方事務所並びに弁護士会等関係機関と十分な
議論を行う中で、関係機関の合意の下に東京地方
事務所渋谷出張所を廃止した。

①

②

コールセン
ターの利用促
進に向けた取
組状況

１　コールセンター及び地方事務所の役割の明確化と周知
  コールセンターと地方事務所の役割について明確化し、分担を促進するため、ホームページやパンフレッ
ト等において、電話によるお問い合わせはコールセンターをご案内することを原則とし、最初から民事法律
扶助をご希望の方、面談による情報提供（参考資料等を利用して情報提供を行う必要がある場合）は地方事
務所へ案内するよう努めた。
２　コールセンターへの転送
　地方事務所において、窓口対応専門職員の不在時や窓口対応専門職員が他の利用者への対応を行っている
際に、コールセンターへ内線転送する試行を行い、利用者サービスの質を維持しつつ、効率化が図れるか否
かという観点から、その効果等を検討した。

※実績報告書（22年度）　41ページ参照

Ｂ 　コールセンター・地方事務所での情報提供の振
り分けの周知は進んでいる。
　地方事務所からコールセンターへの内線転送の
対応には契約の変更を要したものの、その件数は
年間9700件に及び、電話による問い合わせはコー
ルセンターへとの案内とあいまって、地方事務所
での新たな需要対応が可能となったり、利用者の
かけ直しの負担軽減など利用者の利便性向上が図
れた。また次期コールセンターの構築は、実施費
用や契約変更への対応を考慮することなく、地方
事務所からの内線転送を行うことを可能とした。

(2)組織の見直し

　職員数について、総合法律支援の実施及び体
制の整備の重要性を踏まえつつ、業務量に応じ
た適切なものとする。具体的な職員の採用及び
配置については、総合法律支援の充実のための
措置及び提供するサービスの質の向上に関する
取組に配慮しつつ、民事法律扶助事件及び国選
対象事件の事件数等の業務量実態に見合った適
正なものとする。とりわけ、職員を新たに採用
する場合には、総合法律支援の実施及び体制の
整備の重要性を踏まえつつ、業務を行うために
真に必要な職員数を検証した上で、必要な数の
採用を行う。

　常勤弁護士の配置の検討に当たり、民事法律
扶助事件及び国選弁護関連事件等の受任の確実
性、地域の関係機関等との連携協力関係の確
保・強化の必要性等を検討する。

　支部・出張所については、より効果的・効率
的な業務運営に資するよう、総合法律支援の充
実のための措置及び提供するサービスの質の向
上に関する取組にも配慮しつつ、業務量、対応
する地方事務所の体制、費用対効果等を総合的
に考慮して、廃止を含め、必要な見直しを行
う。

　コールセンターにおける電話と
メールによる情報提供と地方事務
所における電話と面談による情報
提供について、それぞれの利点や
利用者のニーズを踏まえた上で、
より効率的で効果的な情報提供を
行う観点から、コールセンターと
地方事務所の役割の明確化を図
り、コールセンターで対応可能な
ものについてはコールセンターの
利用の促進を図る。そのために、
関係機関・団体、利用者に対して
コールセンター及び地方事務所で
行っている情報提供の種類、内容
等について、ホームページや広報
を通じて、あるいは関係機関との
打合せ等の機会を利用して周知を
図る。
　地方事務所で行っている情報提
供の件数や内容を分析し、地方事
務所からの電話転送を行うことが
費用対効果の観点から合理的であ
る場合には、効率性・効果性の観
点を踏まえつつ地方事務所からの
コールセンターへの電話転送を行
うことについて、平成２２年度中
に検討する。

　

　情報提供業務について，効
率的で効果的な業務運営を行
うため，コールセンターと地
方事務所の役割を明確化した
上で，コールセンターで対応
可能なものについては，コー
ルセンターの利用の促進を図
る。そのために，コールセン
ター及び地方事務所で提供し
ている情報の種類や内容等に
ついて，関係機関・団体や利
用者に対する周知を図る。ま
た，地方事務所からのコール
センターへの電話転送につい
て，地方事務所において行っ
ている電話による情報提供の
件数やコールセンターの体
制，費用対効果等の点を考慮
した上，その導入を検討す
る。

　常勤弁護士が総合法律支援の
実施及び体制の整備のために果
たすべき役割を踏まえつつ、支
援センターの業務を遂行するた
めに真に必要な常勤弁護士の数
の厳格な検証を怠らないものと
する。具体的な常勤弁護士の採
用及び配置の検討に当たって
は、総合法律支援の実施及び体
制の整備のために果たすべき役
割を踏まえつつ、民事法律扶助
事件及び国選弁護関連事件等の
確実な受任、地域の関係機関等
との連携協力関係の確保・強化
の必要性等の要素を総合考慮す
る。
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　利用者にとって適切な窓口を選択することを
可能とするため、コールセンター及び地方事務
所のそれぞれの利点を活かした役割分担の検
討・明確化を図り、コールセンター及び地方事
務所の情報提供の種類や業務内容等について、
ホームページや広報、関係機関との打合せ等の
際に周知を図る。

　地方事務所への電話による問い合わせのう
ち、コールセンターで対応が可能なものについ
ては、地方事務所からコールセンターへの内線
転送について試行を行うなどして電話転送の実
施について検証し、費用対効果の観点を考慮し
つつ検討を行う。

(1)コールセンターの利用促進
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①コールセンターの利用促進

(2)情報提供・犯罪被害者支援

②組織の見直し

2 情報提供・犯罪被害者支援

　職員数について、総合法律支
援の実施及び体制の整備の重要
性を踏まえつつ、業務量に応じ
た適切なものとする。具体的な
職員の採用及び配置について
は、総合法律支援の充実のため
の措置及び提供するサービスの
質の向上に関する取組に配慮し
つつ、民事法律扶助事件及び国
選対象事件の事件数等の業務量
実態に見合った適正なものとす
る。とりわけ、職員を新たに採
用する場合には、総合法律支援
の実施及び体制の整備の重要性
を踏まえつつ、業務を行うため
に真に必要な職員数を検証した
上で、必要な数の採用を行う。

　支部・出張所については、よ
り効果的・効率的な業務運営に
資するよう、総合法律支援の充
実のための措置及び提供する
サービスの質の向上に関する取
組にも配慮しつつ、業務量、対
応する地方事務所の体制、費用
対効果等を総合的に考慮して、
廃止を含め、必要な見直しを行
う。

(2)組織の見直し

2 情報提供・犯罪被害者支援

(1)コールセンターの利用促進
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コールセン
ターの運営経
費削減に向け
た取組状況

１　コールセンターの仙台市への設置
  コールセンターの運営については、平成22年度末に現委託業者との契約が終了することや、業務開始から
数年が経過し、ＦＡＱ等のデータベースの蓄積や業務研修のノウハウも蓄積されてきたことなどを踏まえ、
サービスの質の確保に留意しつつ、効率的な業務運営の観点から検討を行い、仙台市に自主運営のコールセ
ンターを開設することとした。
２　運営コストの削減についての検討内容
  (1) 運営コストの削減
      コールセンターを地方に移転することにより、人件費など物件費の節減を行った。併せて自主運営す
ることにより、人材の継続的雇用による研修経費の削減が可能となった。
  (2) サービスの質の維持
      サービスの質を維持するため、人材確保やインフラ整備の容易さなどを考慮して、仙台に移転するこ
ととした。

※実績報告書（22年度）　42ページ参照

Ａ 　業者との契約による委託方式は運用の弾力性を
欠き、試験的な運用の実施のために契約変更の手
続やコスト増などその都度経費や時間を要してい
たところであり、自主運営により、より柔軟な運
営も可能となった。
　震災の発生により年度末においては、安定的な
コールセンターの運用は困難となったが、地方移
転による運営コストの削減を図れ、中期目標が達
成できた。
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事務手続の効
率化に向けた
取組状況

１　書面審査の活用
　事務手続の効率化を図るため、援助開始決定時における書面審査の活用を推進し、平成22年度も前年度に
引き続き、全ての地方事務所で書面審査が行われた。
２　審査方法の合理化
（1)　単独審査の推進
　  審査委員の人数を事案に応じて適正な範囲内で減らすよう、同時廃止決定が見込める破産事件、公示送
達による離婚事件、敗訴その他の理由により報酬金決定を伴わない終結事件等の審査については、審査委員
１名による単独審査を推進し、多くの地方事務所で実施された。
（2） 専門審査委員制度の拡充
　  民事法律扶助の援助審査実務に精通した審査委員が集中的に審査の事前準備を行うことで、援助審査の
合理化・効率化を図ることを目的として、平成20年度から地方扶助専門審査委員制度が導入されている。平
成20年度は５事務所、平成21年度は17事務所、平成22年度は18事務所が本制度を導入しており、段階的に拡
充し、合理化が図られている。
（3） 援助申込者からの提出書類の合理化等
　  援助申込者からの提出書類については、審査の適正を確保しつつ、合理化を図るべく、引き続き検討を
継続する。

※実績報告書（22年度）　42ページ参照

Ｂ 　援助件数が増加したにもかかわらず、審査期間
は平成21年度とほぼ変わっておらず、書面審査の
活用等による効率化が貢献していると言える。申
込み件数が増加したことにより審査期間が長く
なった事務所の改善方策の検討が必要と言える。

① ① 事務手続の簡
素・合理化及
び複数事件の
包括的な委託
の活用等によ
る業務運営の
効率化に向け
た取組状況

１  不服申立ての事務手続の変更
　報酬算定に対する不服申立てについて、その一部について地方事務所限りで処理できるよう、平成22年９
月24日、「国選弁護、国選付添及び被害者国選弁護関連業務運営細則」等の関連諸規程を改正した。前記改
正細則等は同年10月１日施行され、この改正により、「不服申立てに対する判断が容易であり、理事長によ
る判断が明らかに必要でない」場合、具体的には、当該事件の報酬等の算定に影響し得る具体的な主張を欠
く申立て等については、地方事務所限りで処理できるようにした。
　平成22年10月の制度施行以降の不服申立て件数は、合計391件であり、うち36件（9.2％）については、地
方事務所限りで処理されている。

※実績報告書（22年度）　43ページ参照

Ａ 　平成22年10月以降、一定の不服申立事件につい
て、地方事務所限りでの処理を可能とし、現に地
方事務所で一定の不服申立事件については処理を
しているところ、地方事務所処理案件については
地方事務所における意見書作成、地方事務所・本
部間での書類の送付等の事務がなくなったことに
より、事務の合理化が図られたと言える。

② ② ２　一括契約弁護士数の増加
　支援センター本部において、一括契約の解説が記載された国選弁護業務の解説書である「国選弁護関連業
務の解説」を改訂し、地方事務所を通じて、全国の一般契約弁護士及び一般契約弁護士になろうとする弁護
士に配布し、一括契約の増加に努めた。
　その結果、支援センターとの間で一括国選弁護人契約を締結している弁護士数は、平成22年４月１日時点
では5,603名であったところ、平成23年４月１日時点では、6,413名と増加した。
　なお、平成22年４月から同23年３月までの間に一括国選弁護人契約に基づき報酬算定がなされた事件数
は、平成21年度の65件から同22年度の34件へと減少している（前年度比約48％減）。しかし、一括契約は、
複数の即決被告事件について報酬及び費用が一括して定められる契約であることから、これに基づく報酬算
定がなされるためには、ある地方事務所において同一の日に複数の即決被告事件の指名通知請求があること
が必要になる。しかるに、①即決被告事件の数自体が平成21年度の3,934件から平成22年度の2,654件に減少
しただけでなく、②そのうちで一括契約の対象から外れる被疑者段階から弁護人が選任されている事件の数
が平成21年度の970件から同22年度の1,418件と増加していることから、論理的に一括契約の対象となり得る
事件の総数（すなわち、①から②を差し引いた事件の数）は、平成21年度の2,964件から同22年度の1,236件
へと減少している（前年度比約58％減）。

※実績報告書（22年度）　43ページ参照

　支援センターでは、継続的に一括契約の締結に
向けた取組を行っており、一括契約を締結した弁
護士は増加した。
　なお、一括契約に基づき報酬算定がなされた事
件の件数は低い水準で推移しているが、これは外
部的要因によるところが大きいと考えられる。

③ ３　関係機関との協議
　各地方事務所においては、必要に応じて、対応する裁判所、弁護士会等と協議し、一括国選弁護人契約に
関する事件の配点方法について確認した。

※実績報告書（22年度）　43ページ参照

　支部を含むすべての地方事務所において、一括
契約に基づく事件処理の実務運用について関係機
関と協議する場を設けたが、一括契約の対象とな
り得る即決被告事件自体がほとんどないことなど
から、具体的な協議には至らなかった事務所も少
なからずあった。

②国選弁護関連業務の効率化

②コールセンターの設置場所等

①民事法律扶助業務の事務手続の
　効率化

(3)民事法律扶助・国選弁護人等
   確保

(1)民事法律扶助業務の事務手続の効率化

(2)コールセンターの設置場所等

　コールセンターの運用に当たっ
ては、受電件数の増減や社会情勢
の変化、支援センターの業務効率
化のためのニーズに対応できるよ
うな柔軟な体制の構築に努めると
ともに、コールセンターの委託契
約更新時において、コールセン
ターの人材の確保や研修の充実等
によるサービス品質の確保に努め
つつ、設置場所の地方移転等によ
る経済性・効率性の観点からの検
討を行い、コールセンター運営に
要する経費削減に努める。

(2)コールセンターの設置場所等

　国選弁護等の報酬・費用の算定に係る不服申
立てに関する再算定については、申立ての内容
に応じて地方事務所限りで処理する方針とし、
そのための具体的な事務手続の在り方について
検討する。

　国選弁護人契約における一括契約について、
弁護士に対する説明会や説明資料等を利用して
周知を行い、契約数の増加に努める。

　一括契約に基づく事件処理の実務運用につい
て、裁判所等関係機関との間で協議を行う。

　コールセンターの業務委託契約更新時に向け
て、経済性・効率性の観点からコールセンターの
設置・運営に関する十分な検討を行う。また、検
討に当たっては、コールセンターの柔軟な運営体
制の構築及び人材の確保や研修の充実等のサービ
スレベル維持・確保に配慮し、安定的なコールセ
ンターの構築・運用を図るとともに、業務内容の
見直しや地方移転による運営コストの削減に努め
る。

3 民事法律扶助・国選弁護人等確保

　事務手続の効率化を図るため、援助開始決定時
における書面審査の活用及び援助申込者からの提
出書類の合理化等を行う。

(2)国選弁護関連業務の効率化

　コールセンター業務の委託
契約を次に更新するに当たっ
ては，経済性やサービスの質
の確保に留意しつつ，効率的
な業務運営の観点から，その
設置場所を地方に移すことも
含めて，必要な検討を行う。
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　業務運営の効率化の観点か
ら，国選弁護人等の報酬算定
に対する不服申立てへの対応
について，本部及び地方事務
所の役割を明確にした上で，
事務を適切に分担し，事務手
続の簡素化，合理化を図る。
また，複数事件の包括的な委
託の活用により，業務運営の
効率化を図る。

　審査の適正を確保しつつ，
書面審査を活用するなどの方
法により，事務手続の効率化
を図る。

3 民事法律扶助・国選弁護人等
  確保

　業務処理の効率化を図るた
め、複数事件の包括的な委託の
契約締結に努める。

(2)国選弁護関連業務の効率化

(1)民事法律扶助業務の事務手続の
　 効率化

　審査の適正を確保しつつ、援助
審査の方法を合理化すること（合
議制の審査に代え、事案に応じて
単独審査方法を活用する、援助開
始決定時において書面審査を活用
する、援助申込者からの提出書類
を合理化するなど）などにより、
事務手続の効率化を図る。

　国選弁護等の報酬・費用の算
定に係る不服申立てについて、
現在は、一律に本部で再算定し
ているところ、地方事務所限り
で再算定するのが適切な案件に
ついては、地方事務所限りで処
理できるようにするなど、本部
及び地方事務所の役割を明確に
した上で、適切に業務を分担
し、事務手続の簡素・合理化を
図る。
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中期計画の各項目 年度計画（平成２２年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

　司法過疎対策として、地方裁判所支部管轄単位で実働弁護士によるサービスの提供がより乏しい地域の解
消に優先的に取り組む必要があることから、司法過疎地域事務所は、（ⅰ）地方裁判所支部管轄単位で実働
弁護士がいないか１名しかおらず、（ⅱ）当該地方裁判所支部から公共交通機関を用いて長時間を要するこ
となく移動できる範囲内に地方裁判所本庁又は２名以上の実働弁護士が事務所を開設している地方裁判所支
部が存在しない地域を優先とし、加えて、（ⅲ）地方裁判所支部単位で実働弁護士１人当たりの人口が非常
に多数である地域のうち、（ⅳ）当該地方裁判所支部から公共交通機関を用いて長時間を要することなく移
動できる範囲内に地方裁判所本庁又は多数の実働弁護士が事務所を開設している地方裁判所支部が存在しな
い地域において、（ⅴ）当該地方裁判所支部管内の人口・民事・刑事の事件数、単位弁護士会・地方自治体
等地域関連機関の支援体制等を考慮して、地域事務所を設置し、常勤弁護士を常駐させることとした。平成
22年度に新設した司法過疎地域事務所は、沖縄県の宮古島地域事務所、長崎県の雲仙地域事務所、島根県の
西郷地域事務所の３か所である。
　また、平成22年度までに設置した上記３か所を含む司法過疎地域事務所29か所について、当該地域の最新
の事件数、実働弁護士数等の情報を取得し、当該地域の司法過疎状態の状況把握を行った上、当該司法過疎
地域事務所の存続の必要性を検証した。

※実績報告書（22年度）　44ページ参照

Ｂ 　既に配置した司法過疎地域事務所については、
今後も引き続き最新の事件数や実働弁護士数等の
情報を取得し、その廃止も含めて不断に検討して
必要な見直しを行っていく必要がある。他方で、
司法過疎地域事務所の設置の検討については、実
質的ゼロワン地域をはじめとする司法過疎問題の
完全な解消には至っていないことから、今後、こ
うした司法過疎地域について司法過疎地域事務所
の設置を検討し、常勤弁護士を適切に配置してい
く必要がある。

4 司法過疎対策

　地域の実働弁護士の数，地
域のニーズ，日本弁護士連合
会によるひまわり基金公設事
務所の設置状況その他の支援
センターが司法過疎対策地域
事務所を設置する際に考慮す
るものとして明らかにした要
素を的確に把握することによ
り，司法過疎対策地域事務所
の設置，廃止について，不断
に検討し，必要な見直しを行
うものとし，毎年度，日本司
法支援センター評価委員会に
おいて一定の指標（現行の項
目別評価表の「評価の指標」
又はこれに相当するもの）に
基づく評価を受けることとす
る。

①司法過疎対策地域事務所の
  設置要素の明確化

　司法過疎対策地域事務所の
設置，廃止の要否について，
事後の厳格な検証の実施に資
するよう，司法過疎対策地域
事務所を設置する際に考慮す
る要素を中期計画等において
具体的に明らかにする。
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　支援センターの業務が国民
の権利・利益に直接関わる極
めて公共性・公益性が高いも
のであることにかんがみ，業
務の質の向上を図る。その
際，利用者の視点で，各地域
における実情を考慮しつつ，
職員の創意工夫をも活用し，
効率的な方法で，利用者の満
足度の向上を図ることを目指
す。

(1)総括

②司法過疎対策地域事務所
  設置等に関する検討及び日
  本司法支援センター評価委
  員会による評価

(4)司法過疎対策

4 提供するサービスその他の業務
　の質の向上に関する事項

司法過疎対策
地域事務所の
設置に当たり
考慮する要素
の的確な把握
及びこれを踏
まえた地域事
務所の設置，
廃止に関する
検討状況

　上記Ⅰ２(1)②の地域において、当該地裁支部管
内の人口・事件数、単位弁護士会、地方自治体等
による支援体制等を総合勘案し、必要な地に地域
事務所を設置することとする。
　地域事務所の設置後においても、当該地域の司
法過疎状態の状況把握に努める。

Ⅲ　提供するサービスその他の業務の質の向上に関する
　　目標を達成するためとるべき措置

　司法過疎地域事務所の設置に当
たっては、当該地域の法律事務取
扱業務量、実働弁護士数、実働弁
護士１人当たりの人口、地域の要
望・支援、日本弁護士連合会によ
る公設事務所の設置状況、採算性
等の要素について、効率的・効果
的な業務運営及び支援センターの
業務の補完性（民業圧迫の回避）
の観点をも踏まえて総合勘案した
上で、必要な地に設置することと
し、設置された後も、当該事務所
について同様の観点から毎事業年
度ごとに見直しを行う。

4 司法過疎対策

Ⅲ　提供するサービスその他の業務
　　の質の向上に関する目標を達成
　　するためとるべき措置
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中期計画の各項目 年度計画（平成２２年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

(2)情報提供

①利用者のニーズの把握と業務
　への反映等

① ①

② ②

③ ③

ア

イ ④

　情報提供に係る国民のニーズ
を把握し、情報提供業務に反映
させ、より利用しやすく、かつ
満足度の高いものとするため、
ホームページを利用した通年の
アンケート調査や情報提供後に
利用者に依頼する等の方法によ
るアンケート調査を行い、５段
階評価で平均４以上の満足度の
評価を得る。

1 情報提供

第三者による
客観的評価の
実施，分析及
びフィード
バック状況

　コールセンターの認知媒体における関係機関の
割合は若干下がったものの、関係機関情報の充
実・共有化は図られている。

Ａ

１　研修計画の策定
　仙台コールセンターで採用するオペレーター（第１期：平成22年10月採用）を対象とした研修計画を策定
した。第１期以降の採用者（第２期：平成22年12月、第３期：平成23年１月、第４期：平成23年２月）を対
象とした研修については、第１期研修の成果を踏まえて随時、研修計画の細部を見直し、微修正を行った。
２　研修の実施
　情報提供課では、アンケート調査や第三者による評価結果を踏まえ、以下のとおりオペレーター等の質の
向上に努めた。
 (1) コールセンターオペレーターについて
   東京コールセンターについては、結果を伝達した上で、オペレーターに対する指導の実施を委託業者に
対して指示した。また、その対応結果について、委託業者が行う週次・月次等の定例報告会の際に確認し
た。
　仙台コールセンターでは、これまで蓄積されてきたアンケートや評価結果を踏まえ、オペレーターへの研
修計画にロールプレイやケース・スタディを加えて実施した（平成22年10月～）。
 (2) 地方事務所の窓口対応専門職員について
　 地方事務所の窓口対応専門職員の質の向上については、平成23年２月から３月に窓口対応専門職員に対
する管理・指導を行う地方事務所常勤職員に対する研修を実施し、窓口対応専門職員への指導やフィード
バック方法について説明するとともに、研修用資料を配布し、地方事務所の窓口対応専門職員の質の向上に
努めた。

※実績報告書（22年度）　47ページ参照

　アンケート調査や第三者による評価に基づく、
必要な指導・研修を実施することができ、オペ
レーター等の質の向上を図ることができた。

１　関係機関との情報交換
　地方事務所等において、地方協議会を開催するなどして、情報提供業務等、支援センターの業務における
個別事例の解決方法を説明し、関係機関に支援センターとの連携の現状に具体的なイメージを持っていただ
くとともに、支援センターに多く寄せられる多重債務問題、家事問題、消費者問題等について、分野別に連
携の構築や強化の方策等について意見交換を行った。
２　関係機関情報の充実・共有化
　関係機関情報については、地方事務所を中心に、地域の実情に応じた新たな窓口を加えることにより、既
に24,700件余の登録を行っており、量的な目標はほぼ達成できたと考えている。

※実績報告書（22年度）　46ページ参照

　満足度の評価は、ウェブ調査を除き、いずれも
５段階評価で４以上の評価を得ている。ウェブ調
査については、参加を求めるのが難しく、実施方
法の更なる検討が必要である。

Ａ

１　コールセンターに対する客観的評価の実施
 (1) 評価の概要
　 平成22年11月に予めランダムに抽出した音声ログ45コールと、いわゆるミステリーコール３事例（多重
債務・離婚・消費者問題）を各２回の計６コールを実施し、①基本スキル､②コミュニケーションスキル、
③業務スキル、④対応プロセスの４項目について、それぞれの評価を行った。
 (2) 評価内容のフィードバック
　 コールセンターでは定期的に管理スタッフによるモニタリングや個別指導を実施し、また、オペレー
ターが毎日自己評価シートを記入することとするなど、応対レベルの向上に努めているところであるが、今
回の調査結果を踏まえ、コールセンターの委託業者に対して､評価結果を伝えるとともに、指摘された点を
踏まえたオペレーターへの個別指導等のフィードバックを実施するよう指導した。
２　地方事務所に対する客観的評価
 (1) 評価の概要
　 平成22年12月に、地方事務所20か所を選定し、コールセンターと同様の３事例について各１回のミステ
リーコールを実施し、計60コールについてコールセンターとほぼ同様の項目に基づき評価を行った。
 (2) 評価内容のフィードバック
   平成23年２月から３月に地方事務所の情報提供担当職員の研修を実施し、本評価結果も踏まえ窓口対応
専門職員に対する管理・指導・コーチング・フィードバック方法等についての資料を配布し、窓口対応専門
職員への積極的な指導を行うよう指示した。
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Ｂ 　第三者による客観的評価を踏まえて、フィード
バックを行うことができた。その結果、コールセ
ンターについては一定の応対レベルに達している
と評価できると思われるが、地方事務所について
は基本的な応対のスキル向上や地方事務所間での
応対標準化が課題となっている。

利用者の関係
機関等へのス
ムーズな橋渡
しに向けた取
組状況

　アンケート調査結果や評価結
果を踏まえて業務内容の見直し
等を行うとともに、これらをオ
ペレーター等の研修内容に反映
し、ケーススタディー等を内容
とするオペレーター等の研修計
画を策定・実施するなど、利用
者の抱えるトラブルを整理し、
最適な情報提供を行うことがで
きる能力を養成するための研修
を充実させ、オペレーター等の
質の向上を図る。

１　ホームページにおけるアンケート（評価　3．6）
　地方事務所やコールセンター、メールによる情報提供を利用された方が、情報提供を受けた際の職員対
応、情報提供の内容の的確性、支援センターをどのように知り、どのように利用したのかについて、ホーム
ページ上でのウェブによる利用者アンケートを行っている。
  昨年度、コールセンター及び地方事務所において対応した情報提供件数は、約59万件であるが、ウェブア
ンケートは160件にとどまっており、アンケート調査の実施方法等について、検証する必要がある。
２　コールセンターにおけるアンケート（評価　4．5）
　コールセンターについては、平成22年10月20日から同年11月19日までの間（調査対象総件数31,068件中
2,456件回答。有効回答率7.9％。）、電話によるコールセンター利用直後に、オペレーターの対応について
の満足度調査を実施し、５段階評価で4．5の満足度を得ている。
３　地方事務所におけるアンケート（評価　4．3）
　地方事務所については、平成22年10月１日から同年12月28日までの間（総面談件数5,128件中1,666件回
答。有効回答率32.5％。）、面談による情報提供を受けた利用者に、職員がアンケート用紙を渡して協力を
依頼する方式で実施し、５段階評価で4．3の満足度の評価を得た。
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1 情報提供

イ

客観的評価の実施
　情報提供窓口業務について第
三者による客観的評価を行い、
その評価結果をフィードバック
するなどして、より質の高い窓
口対応・サービスを目指す。

関係機関情報の充実
　関係機関・団体との連携の構
築を引き続き進めるとともに、
関係機関・団体に関するより詳
細な情報収集を行い、関係機関
情報の充実を図る。また、関係
機関・団体との協議会・研修会
等を通じてより緊密な関係を構
築し、利用者が求める関係機
関・団体へのスムーズな橋渡し
を行う。

アンケート調査の実施及びオペ
レーター等の質の向上等

30

　利用者のニーズを踏ま
え，利用者に最適で質の高
い情報を提供するととも
に，利用者の関係機関への
橋渡しを行う。

　利用者の意見を適切に業
務に反映させる仕組みを構
築して業務の質の向上を図
るとともに，オペレーター
の質の向上に努める。

ウ

(1)利用者のニーズの把握と業務
 　への反映等

(1)利用者のニーズの把握と業務への反映等

ア

31

29

　業務の質を客観的に評価
し，業務内容の改善向上に
役立てる。

アンケート調査の実施
　通年のホームページにおけるアンケート調査
や期間を設定したコールセンター及び地方事務
所での情報提供利用者に対するアンケート調査
を実施し、５段階評価で４以上の満足度の評価
を得る。

オペレーター等の質の向上
　客観的評価結果や満足度調査の結果を踏まえ
た業務の見直しに努めるとともに、利用者の声
を反映させ、サービスの向上とより効果的な情
報提供を行うため、コールセンターのオペレー
ター及び地方事務所情報提供担当職員・窓口対
応専門職員に対する研修計画を策定する。
　利用者からの問い合わせに対する事案の整理
や利用者の抱えるトラブルに最適な情報提供が
行えるような能力を養成するため、オペレー
ター相互間のケーススタディやロールプレイ等
の実践に即した研修を行う。

アンケート調
査の実施及び
オペレーター
の質の向上等
に向けた取組
状況

客観的評価の実施
　情報提供窓口の質の向上を図るため、コール
センター及び各地方事務所情報提供窓口での対
応に関する第三者による客観的評価を実施し、
その結果を分析し業務内容や電話応対等に
フィードバックする。

関係機関情報の充実
　関係機関・団体との相互理解を深めるため、
関係機関・団体との協議会や研修会等を開催又
は積極的に参加する。
　関係機関情報について、全国どこからでも一
定水準以上の関係機関情報の提供を行うため、
地域の事情に即した情報の収集・登録を行い、
関係機関情報の充実・共有化を図る。
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中期計画の各項目 年度計画（平成２２年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

②提供する情報の内容及びその
　提供方法

①

② 　情報の提供とその結果を迅速かつ正確に行うことを目的に、情報提供に関する新システムを構築した。具
体的には、①ユーザーインターフェイスの変更により操作性やＦＡＱ探索、関係機関データベース検索の向
上が図られた。②マルチウィンドウの採用により、後処理が一括して行えることとなり、迅速性に加え、情
報の正確性も確保されるようになった。

※実績報告書（22年度）　49ページ参照

　ＦＡＱ探索や関係機関データベース検索の向上
が図られたほか、情報を参照しながら後処理であ
る情報の入力が行えるようになり、業務の効率化
が図れた。

③ 　情報提供の正確性を確保し併せて質の向上図るため、関係機関等の協力を得て、法律専門家を以下のとお
り配置した。
  ・メール対応及びＦＡＱ更新・追加等のため、本部に専門員として弁護士・司法書士を配置した。
  ・東京コールセンターでは、首都圏の弁護士会の協力を得て弁護士による情報提供を実施した（ＴＡ制
度）。
　・仙台コールセンターに常勤の弁護士２名を配置するとともに、仙台弁護士会の協力を得て弁護士の非常
勤専門員を配置した（ＬＡ制度）。

※実績報告書（22年度）　49ページ参照

　法律専門家を配置することで、情報提供の正確
性を確保し、あわせて質の向上が図れた。

②

ア

イ ⑤ 　ＩＴ技術を利用する情報提供に関連した情報の収集に努め、テレビ会議方式等について検討を継続中であ
る。

※実績報告書（22年度）　49ページ参照

③最適な情報の迅速な提供

①

②

利用者が必要
とする最適な
情報の迅速な
提供のための
関係機関等と
の連携強化に
向けた取組状
況

１　事故情報データバンクへの参画
  コールセンターにおいて事故情報を聴取し、利用者本人の了解を得られたものについては、事故情報デー
タベースに対して情報提供を行った（４件）。
２　関係機関情報等の充実・周知
　ホームページにおける関係機関情報を日々更新するとともに、法制度情報について速やかな更新に努め
た。
  コールセンター見学や各種打合せ・関係機関との会議において、ホームページ上でデータベースの利用が
可能な旨周知し、積極的な活用を依頼した。
  また、詐欺情報と思われる情報について、関係機関と速やかに情報を共有するほか、ホームページでの周
知や地方事務所に対する注意喚起及び類似案件の情報収集を指示した。

※実績報告書（22年度）　50ページ参照

Ａ 　事故情報バンクへの登録といった新たな対応や
関係機関情報の利用促進のための周知を行うこと
ができた。

　最高裁判所の協力を得て、家事事件の申請書書式・記載例等を窓口に配布するなど、利用者の立場に立っ
たよりきめの細かい情報提供サービスに努めた。

※実績報告書（22年度）　49ページ参照

④

　ＦＡＱの更新や社会情勢に対応した情報を関係
機関から入手し、利用者にとって有用な情報提供
が行えるデータベースの構築ができた。

Ａ１　ＦＡＱの見直し、更新
　業務開始以降コールセンターに寄せられた問い合わせを分析するとともに、オペレーターが業務上必要と
感じる案件のＦＡＱ化にも努め、データベース上のＦＡＱを随時更新・増加を図った。また、よく利用され
るＦＡＱ約750問をホームページで公開している。
　平成22年度におけるＦＡＱ更新件数は以下のとおり。
　　　　　 　 ＦＡＱ更新件数：　　 　　128件
　　　　　　　ＦＡＱ新規投入件数：　    29件
　　　　　　　ＦＡＱ総件数：         3,443件
２　情報提供の環境整備
　頻繁に利用されるＦＡＱや法制度知識のまとめ及び問い合わせ対応チャートなどを記載した研修用資料
（金銭債務・男女夫婦・相続・労働）を作成・配布し、より実践的な研修に努めた。

※実績報告書（22年度）　48ページ参照

Ｂ 　利用者の立場に立ったよりきめの細かい情報提
供サービスが可能になったが、ＩＴ技術の活用に
ついては情報収集・検討にとどまった。

(3)最適な情報の迅速な提供

　

充実した情報
提供を行うた
めの方法・手
段の工夫及び
内容の充実に
向けた取組状
況

利用者の利便性の向上
　新たな法制度に速やかに対応
し、社会情勢の変化に柔軟かつ
速やかに対応するため、ＦＡＱ
の追加・更新を行い、利用者に
とって、より有用な情報提供が
行えるデータベースの構築を進
める。

充実した情報提供の実施 　転送・取次を可能とする関係機関・団体との
連携関係の構築を進めるとともに、利用者に対
して、関係機関・団体への問い合わせの際に必
要となる書類の教示や各種申請書様式の提示・
配布等を行うなど、より利用者の立場に立った
きめ細やかなサービスの充実に努める。

　検索機能の充実や簡易な後処理機能など、オ
ペレーター等にとってより使いやすく、また、
利用者にとって適切な情報を速やかに提供が行
えるようなシステムの構築・改修に努める。

　利用者へのサービス向上のため、法律専門家
等の情報提供業務への関与が可能な体制作りの
ための、関係機関・団体との協力関係の強化・
充実に努め、オペレーター等へのアドバイス対
応やＦＡＱの充実、メール対応等の情報提供業
務の正確性の確保と内容の充実を図る。

(2)提供する情報の内容及びその提供方法

　ＬＧＷＡＮやテレビ電話などのＩＴ技術を駆
使した情報提供サービスの実現可能性について
検討する。

　新規に関係を構築した関係機関情報、新たな
法制度や社会情勢に対応した法制度を紹介する
ＦＡＱの追加・更新などデータベースの一層の
拡充を図るとともに、定期的に内容を見直し・
更新作業を行い、最新かつ正確なデータの維持
に努める。また、特に頻繁に利用されるＦＡＱ
を抽出し、模範的な情報提供事例やトークフ
ローを整理するなどして、より均一で正確な情
報提供を行うための環境整備に努める。

イ 　情報提供の方法を工夫
し，充実した情報提供を行
うよう努める。

ア 　制度の新設，制度内容の
変更や社会経済情勢の変化
に応じた情報提供に努め，
利用者の利便性の向上を図
る。

　消費者庁，地方公共団体等
の関係機関・団体との連携・
協力関係を強化し，支援セン
ターと関係機関・団体の業務
内容についての情報を相互に
把握し共有するなど，利用者
が必要とする最適な情報を簡
易迅速に入手できるようにす
るために必要な措置を講じ
る。

　消費者庁、地方公共団体等の関
係機関・団体との情報交換・情報
共有が可能な信頼関係を構築し、
利用者が必要とする関係機関の詳
細な情報を速やかに提供するとと
もに、関係機関・団体における支
援センターのホームページの関係
機関情報の積極的活用を促進す
る。

利用者の利便
性の向上に向
けた取組状況

(2)提供する情報の内容及び
 　その提供方法

32

33
　広く国民に対して法制度等に
関する情報提供を行うため、情
報発信のための媒体（ホーム
ページ、印刷物等のうち広報効
果の高い媒体）の充実を図ると
ともに、今後の情報提供手段と
してＩＴ技術を積極的に利用し
た情報提供について検討するな
ど、今後の情報提供の在り方を
検討する。

34

①

　消費者庁が進める事故情報データバンクに参
画する。

　ホームページ上の関係機関情報やＦＡＱの充
実を図るとともに、関係機関情報の積極的な利
用の促進を図るための周知を行う。

(3)最適な情報の迅速な提供

　正確な情報提供を行うための
法律専門家の情報提供業務への
関与や、紹介した関係機関・団
体における必要書類に係る情報
提供等、情報提供の方法・内容
の更なる充実を図る。
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中期計画の各項目 年度計画（平成２２年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

④法教育に資する情報の提供等 (4)法教育に資する情報の提供等 (4)法教育に資する情報の提供等

地域における
法教育の推進
に向けた取組
状況

１　法教育普及の基盤整備
  平成22年度は、支援センター本部において、支援センターとしての中・長期的な法教育への関与の在り方
等について、法務省、日本弁護士連合会、日本司法書士会連合会などの中央関係機関と多数回にわたり協
議・検討を行った。
２　法に関する教育の実施
  法教育への具体的取組としては、38地方事務所において、講演や出前授業への職員の派遣、あるいは支援
センターの業務説明などの法教育（法に関する教育）活動を実施した。実施件数は、総計283件であり、内
訳は、学校を対象としたものが37件、学校以外の社会人を主な対象としたものが246件である。
  また、５地方事務所において、地域における法教育の普及・発展のために、関係機関等との協議・連携等
を視野に、平成22年度支援センター地方協議会を法教育（法に関する教育）をテーマとして開催した。

※実績報告書（22年度）　50ページ参照

Ａ 　法教育の普及・発展のための基盤整備に向けた
取組として、①支援センター本部においては、法
教育の普及・発展に向けて、支援センターの法教
育への関与の在り方等について、法教育の中央関
係機関と多数回に及ぶ協議・検討等を行い、ま
た、②支援センター地方事務所においては、地域
における法教育関係機関等との連携・協力等を視
野に、各関係機関のこれまでの法教育への取組事
例など踏まえ、今後の取組等について協議・検討
を行った。
　法教育の具体的取組として、全国の８割近い地
域において、支援センターが単独で又は関係機関
と連携するなどして、法教育活動を実施した。
　全体として、支援センターが、地域における法
教育に関する取組について、適切な役割を果たし
たものと評価できる。

(3)民事法律扶助

①利用者のニーズの把握と業務
　への反映

(1)利用者のニーズの把握と業務への反映

ア 　利用者に最適な援助を提
供するための方策を検討
し，実施する。

① ① 利用者に対す
る最適な援助
の提供に向け
た取組状況

　書類作成援助や簡易援助の実施を検討すべき事案については、その旨を積極的に地方事務所に伝え、受任
予定者、受託予定者に検討を促した。書類作成援助や代理援助が相応しい事件のモデルケース作成の検討に
ついては、日本司法書士連合会との協議を開始した。

※実績報告書（22年度）　51ページ参照

Ｂ 　関係機関と継続協議を実施していくため。

37

イ 　民事法律扶助のニーズ調
査の結果を踏まえ，利用者
のニーズを適切に反映した
事業計画を立案し，実施す
る。また，必要に応じ，適
時適切な方法で，民事法律
扶助に関するニーズを把握
するよう努める。

② ② ニーズを適切
に反映した事
業計画の立
案・実施等に
向けた取組状
況

１　民事法律扶助改善プロジェクトチームにおける検討
　平成22年５月に民事法律扶助制度改善プロジェクトチームを設置し、「法律扶助のニーズ及び法テラス利
用状況に関する調査」をはじめとする各種調査の結果を踏まえ、民事法律扶助制度も含めた司法アクセス全
般の改善について検討を行った。
２　専門法律相談の推進
　同調査の結果、法律問題の経験があっても法律相談をしなかった理由として、「自分で解決したいから」
「何をしても無駄だと思うから」「時間がかかりそうだから」といった心情的・価値的な面が、費用の面よ
りも上位となっており、特に壮年層・高齢層ではその割合が高いことから、専門分野に精通した弁護士によ
る専門法律相談を推進することも、潜在的な法的ニーズを反映するためには効果的であると考え、専門法律
相談の実施を推進している。
  専門分野についての法律相談援助は、東京地方事務所が従前から多重債務、労働問題、ＤＶ、医療過誤、
消費者問題、外国人の専門相談を実施している他、平成23年２月から大阪地方事務所において弁護士会と共
催して外国人の専門相談を実施している。この他、全国の地方事務所では各契約弁護士・司法書士の取扱分
野を契約時のアンケート調査等により把握していることから、相談の予約時に相談担当者の取扱分野を考慮
するなどの工夫も行っている。
３　若年層への広報
  同調査の結果を踏まえ、特に「若年層」において、法的トラブルを抱えながらも誰にも相談できない、あ
るいは友人にしか相談しない場合が多い傾向が強くみられることから、「新成人400人を対象とした法的ト
ラブル意識調査」を実施し、その調査結果をＰＲイベントを通じて公表する広報を実施した。

※実績報告書（22年度）　51ページ参照

Ａ 　ニーズ調査を実施し、若年層の相談に関する傾
向について広報を行った。また、東京以外の専門
相談を実施すべく準備中である。

②サービスの質の向上 (2)サービスの質の向上 (2)サービスの質の向上

ア 　迅速な援助を提供すると
いう観点から，審査の適正
を確保しつつ，事務処理方
法の工夫等により，援助申
込から必要な援助の提供ま
での期間の短縮を図る。

① ① 迅速かつ適正
な援助の提供
に向けた取組
状況

１　審査の合理化等
  援助開始決定時に支援センター事務所まで来訪せずとも援助審査が可能な書面審査の活用を推進し、平成
22年度も前年度に引き続き、全ての地方事務所で書面審査が行われており、援助申込者の負担軽減を図っ
た。
  援助申込者からの提出書類については、審査の適正を確保しつつ、援助申込者の負担を軽減すべく、引き
続き合理化を検討していく。
２　援助申込みから受任者・受託者の選任までの期間短縮
  平成22年度における援助申込みから援助開始決定までの平均所要日数が２週間以内の事務所は44地方事務
所であり、全地方事務所での期間短縮の実施に近づいている。
  なお、ＤＶ案件等により、相談者の身体上の安全に危険が及ぶ場合などの緊急な対応を要する案件につい
ては、相談登録弁護士の法律事務所を紹介して緊急に法律相談援助を実施することで対応している。ただ
し、一部の事務所では、申込み件数が増加したことにより相談や援助開始決定までの所要日数が長くなって
いるので、今後も、同日数が長い事務所の改善方策を引き続き検討する。

※実績報告書（22年度）　52ページ参照

Ａ 　地方事務所の事務の実情に関するアンケート調
査を行い、標準事務処理マニュアル案の策定を進
めている。

　平成２０年度に実施した「法律扶助のニーズ
及び法テラス利用状況に関する調査」の結果を
踏まえ、ニーズを反映した事業の在り方につい
て検討する。

　迅速な援助を提供して援助申込者の負担を軽
減するという観点から、審査の適正を確保しつ
つ、援助開始決定時における書面審査の活用及
び援助申込者からの提出書類の合理化等によ
り、援助申込みから受任者・受託者の選任まで
の期間を平成２１年度と比較して短縮させるよ
う努める。

　平成２０年度に実施した「法
律扶助のニーズ及び法テラス利
用状況に関する調査」の結果を
踏まえ、例えば、特定の紛争類
型における専門的サービスの提
供方法について検討することな
どにより、ニーズを的確に反映
した事業計画を立案し、同計画
に基づく事業を実施する。
　また、民事法律扶助のニーズ
を的確に反映した事業計画を立
案できるよう、必要な調査を実
施する。

2 民事法律扶助

(1)利用者のニーズの把握と業務
　 への反映

　国民に身近な司法の実現に
おける法教育の役割が大きい
こと，法教育が紛争の未然防
止に役立つことを考慮し，情
報提供業務の一環として，関
係機関と連携して地域住民等
に対する法教育に取り組む。

　法教育関連事業を行っている法
務省その他の関係機関との適切な
役割分担を踏まえつつ、情報提供
の一環として、高齢者、学生、地
域住民等にとってより身近な司法
の実現を目指して、関係機関と十
分な連携を図り、地域の法教育に
関する取組において適切な役割を
果たす。

　事案の内容、申込者本人の能
力及び資力等を十分に考慮する
ことなどにより、援助申込者に
とって最適な援助を提供するこ
とのできる環境を整備する。

　迅速な援助を提供して援助申
込者の負担を軽減するという観
点から、審査の適正を確保しつ
つ、援助審査の方法を合理化す
ること（合議制の審査に代え、
事案に応じて単独審査方法を活
用する、援助開始決定時におい
て書面審査を活用する、援助申
込者からの提出書類を合理化す
るなど）などにより、毎年度、
前年度と比較して、援助申込み
から受任者・受託者の選任まで
の期間を短縮させるよう努め
る。
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　情報提供の一環として、支援センターとしての
中・長期的な法教育への関与の在り方を検討・企
画するとともに、関係機関・団体と連携し、地域
社会での法教育の取組に参加し、地域における法
教育において適切な役割を担うための取組を進め
る。

2 民事法律扶助

　事案の内容、申込者本人の能力及び資力等を
十分に考慮することなどにより、援助申込者に
とって最適な援助を提供するための環境整備と
して、援助類型ごとにモデルケースを作成して
契約弁護士・司法書士に周知するとともに、利
用者に対しても各援助類型の内容について、適
宜説明するなどの取組を行う。

36
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39

イ 　関係機関・団体と連携・
協力して，制度の変更等，
契約弁護士・司法書士が提
供するサービスの質の向上
に資する情報の収集に努め
るとともに，適時適切に契
約弁護士・司法書士に対す
る周知を図るなどして，民
事法律扶助により提供され
るサービスの質の向上を図
る。

② ② 契約弁護士・
司法書士が提
供するサービ
スの質の向上
に向けた取組
状況

１　契約弁護士・司法書士への適時適切な周知
  新たな制度、利用者からの意見等については、適時適切に契約弁護士・司法書士に周知しており、平成22
年度は、「生活保護受給者の破産予納金立替」についての説明を行った事務所が多数あった。47地方事務所
においては、民事法律扶助事業の現状や問題点、案件担当に当たっての注意事項等について、独自に工夫し
たり、また、弁護士会及び司法書士会の主催する説明会に参加・共催する等により、契約弁護士・司法書士
を対象とする説明会を実施した。説明会を実施しなかった３地方事務所においても、契約弁護士・司法書士
に個別に文書を発出する等により新たな制度の周知や案件担当に当たっての注意事項の徹底等に努めた。
２　契約弁護士・司法書士が提供するサービスの質の向上に関する取組
  本部民事法律扶助課において、平成22年12月に日本弁護士連合会主催の市民窓口及び紛議調停に関する全
国連絡協議会において、「法テラス関連の苦情対応についての報告」を行い、利用者の視点に立った注意事
項の徹底等に努めた。平成23年１月には、日本弁護士連合会主催の講習会（「民事法律扶助ってなあに～活
用のノウハウ～」全国39弁護士会及び22支部の計61か所にてテレビ会議実施）において、民事法律扶助制度
の概要について説明し、契約弁護士の制度理解の向上に努めるなど、サービスの質の向上を図る取組を行っ
た。また、両講習会の資料として、「利用者から寄せられた声」を提供し、弁護士に関する苦情の実際を周
知し、弁護士によるサービスの質の向上を図る取組を行った。

※実績報告書（22年度）　53ページ参照

Ｂ 　地方事務所単位にとどまらず、全国規模で契約
弁護士等が参加する講習会において説明の機会を
得たが、体系的・計画的な周知・説明体制を確立
するに至ってない。
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ウ 　専門性を必要とする事件
への適切な対応を検討す
る。

③ ③ 専門分野に精
通した契約弁
護士・司法書
士の確保及び
専門相談の充
実等に向けた
取組状況

１　東京及び大阪地方事務所における取組
  東京地方事務所において、多重債務、労働問題、ＤＶ、医療過誤、消費者問題、外国人の専門相談を実施
しているほか、本年２月から大阪地方事務所において弁護士会と共催で外国人の専門相談を実施している。
２　その他の地方事務所における取組
  弁護士・司法書士数が少ない地域では専門相談の実施が困難であるが、契約時のアンケート調査等に把握
した各契約弁護士・司法書士の取扱分野を相談予約時に考慮したり、ＤＶ案件等で相談者の身体上の安全に
危険が及ぶような緊急対応を要する場合などは、相談登録弁護士の法律事務所を紹介して緊急に法律相談援
助を実施するなどの工夫で対応している。
３　専門分野に精通した契約弁護士・司法書士の確保
  専門分野をテーマとする説明会について、平成22年度は、長崎と高知の２地方事務所で労働事件をテーマ
に行っている。その他の地方事務所では、弁護士会・司法書士会が主催する講習会等への参加を呼びかける
などして、専門分野に精通した契約弁護士・司法書士の確保に努めている。

※実績報告書（22年度）　53ページ参照

Ａ 　東京以外の専門相談について、平成22年２月よ
り大阪地方事務所において外国人の専門相談を実
施している。弁護士・司法書士数が少なく専門相
談の実施が困難な地域においても、各契約弁護
士・司法書士の取扱分野を相談予約時に考慮した
り、緊急対応を要する場合には相談登録弁護士の
法律事務所を紹介して緊急に法律相談援助を実施
するなどの工夫で対応している。

(4)国選弁護人等確保

①迅速かつ確実な選任態勢の
  確保等

関係機関等が
参加する定期
的な協議の場
の開催状況及
び裁判員裁判
における国選
弁護人の選任
の運用に関す
る協議状況

　支部を含む全ての地方事務所において関係機関との協議が行われ、同協議の席上、国選弁護人及び国選付
添人の選任態勢及び国選被害者参加弁護士の選定態勢について協議した。
  上記協議の席上、特に、裁判員裁判に関し、十分な知識や経験を有する契約弁護士が国選弁護人に選任さ
れるとともに、その知識や経験を多くの契約弁護士が共有できるようにするための工夫等について協議し
た。

※実績報告書（22年度）　54ページ参照

Ａ 　支部を含むすべての地方事務所において、国選
弁護人及び国選付添人の選任態勢及び国選被害者
参加弁護士の選定態勢に関する関係機関との協議
の場を設けた。
　特に、裁判員裁判に関しては、国選弁護人の選
任に関する工夫等についても協議した。

3 国選弁護人等確保

(1)迅速かつ確実な選任態勢の確保

　各地方事務所において、労
働・ＤＶ・犯罪被害者・多重債
務等の専門分野に精通した契約
弁護士・司法書士を確保し、専
門相談を充実するとともに、適
切な受任者・受託者の選任に努
める。

　各地域ごとに，裁判所，検
察庁，警察及び弁護士会との
間で協議の場を設けるなどし
て，迅速かつ確実に国選弁護
人，国選付添人の選任，国選
被害者参加弁護士の選定が行
われる態勢の確保を図る。と
りわけ，裁判員裁判の円滑な
実施が我が国の司法制度にお
ける喫緊の課題であることに
かんがみ，同裁判につき，裁
判所及び弁護士会と連携の
上，刑事弁護に関する十分な
知識や経験を有し，かつ，集
中審理に対応し得る国選弁護
人の選任が行われる態勢の確
保に努めるとともに，その知
識や経験を多くの弁護人が共
有することができるよう，国
選弁護人の選任の運用の工夫
に努める。

　迅速かつ確実に国選弁護人及び
国選付添人の選任並びに国選被害
者参加弁護士の選定が行われる態
勢の確保を図るため、各地方事務
所単位で、裁判所、検察庁、警察
及び弁護士会との間で、各事業年
度に１回以上、定期的な協議の場
を設定する。とりわけ、裁判員裁
判につき、裁判所及び弁護士会と
連携の上、刑事弁護に関する十分
な知識や経験を有し、かつ、集中
審理に対応し得る国選弁護人の選
任が行われる態勢の確保に努める
とともに、その知識や経験を多く
の弁護人が共有することができる
よう、国選弁護人の選任の運用の
工夫に努める。

(1)迅速かつ確実な選任・選定
   態勢の確保

　関係機関・団体と連携協力し
て、法制度の変更、利用者から
の意見等、契約弁護士・司法書
士が提供するサービスの質の向
上に資する情報の収集に努める
とともに、適時適切に契約弁護
士・司法書士に周知することに
より、民事法律扶助により提供
されるサービスの質の向上を図
る。

3 国選弁護人等確保

　地方事務所ごとに、国選弁護人及び国選付添人
の選任並びに国選被害者参加弁護士の選定態勢に
関する、裁判所、検察庁、警察及び弁護士会が参
加する定期的な協議の場を平成２２年度に１回以
上設ける。とりわけ、裁判員裁判における国選弁
護人の選任の運用について、裁判所及び弁護士会
と協議を行う。

　関係機関・団体と連携協力して、法制度の変
更、利用者からの意見等、契約弁護士・司法書
士が提供するサービスの質の向上に資する情報
の収集に努め、適時適切に契約弁護士・司法書
士に周知する。

　労働・ＤＶ・犯罪被害者・多重債務等の専門
分野に精通した契約弁護士・司法書士を確保
し、専門相談の拡充に努める。
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②通知時間の短縮 (2)通知時間の短縮 (2)通知時間の短縮

指名通知請求
を受けてから
通知するまで
の設定目標時
間の達成状況

１　目標設定
　支部を含む全ての地方事務所において、裁判所・弁護士会と協議の上、指名通知の目標時間を定めてお
り、被疑者国選弁護については、全ての地方事務所において、休日も含め、原則として数時間以内、遅くと
も24時間以内とし、被告人国選弁護については、多くの地方事務所で、原則24時間以内、遅くとも48時間以
内とするものである。また、国選付添の指名通知の目標時間についても、裁判所・弁護士会と協議の上、ほ
とんどの地方事務所で原則数時間以内、遅くとも48時間以内と設定されている。
２　達成度合い
  被疑者国選弁護、被告人国選弁護及び国選付添とも、支部を含め、おおむね設定された目標時間以内に指
名通知が行われている。特に被疑者国選弁護については、ほとんどの事件が指名通知請求の当日に指名通知
に至っており、業務時間外に指名通知がなされた事件などの事情から当日中に指名通知に至らない事件も少
数あるが、全事件の約99％について、指名通知請求から24時間以内に指名通知がなされている。

※実績報告書（22年度）　54ページ参照

Ａ 　支部を含むすべての地方事務所において、国選
弁護人及び国選付添人を迅速に選任する観点か
ら、指名通知の目標時間を定めているところ、お
おむね目標時間以内に指名通知に至っている。

③契約弁護士のサービスの質
　の向上に資する取組

(3)契約弁護士のサービスの質の向上に資する取組

契約弁護士が
提供するサー
ビスの質の向
上に向けた取
組状況

Ａ 　支部を含むすべての地方事務所において、国選
弁護及び国選付添の担い手の確保という観点か
ら、解説書の配布、説明会等の実施等による説明
を行い、契約弁護士の人数は着実に増加した。
　また、一部の地方事務所・支部及び本部におい
ては、より直接的に弁護活動の質の向上につなが
る研修を企画し、実施した。

　地方事務所で契約弁護士に対する説明会または
意見交換会などを実施し、被害者国選弁護業務に
対する理解を得るよう努めた。
犯罪被害者から寄せられた支援センターに対して
のご意見を日本弁護士連合会との定期的な協議の
場で報告し、二次的被害防止に留意した被害者対
応の重要性について協議した。
また、職員研修カリキュラム「二次的被害に留意
した被害者対応」「被害者参加を経験して」に関
して、国選被害者参加業務を含めた被害者支援業
務を担当する常勤弁護士の出席を求めた。

①体制整備 (1)体制整備 (1)体制整備

司法過疎地域
における利用
者のニーズに
応じた常勤弁
護士の体制整
備に向けた取
組状況

　平成22年度までに常勤弁護士を配置した支援センターの事務所は、合計82か所であり、そのうち、同年度
に常勤弁護士を新たに配置又は増員した地方事務所及び支部は16か所、地域事務所は10か所である。各地の
支援センター法律事務所には、それぞれ１ないし７名の常勤弁護士を常駐させており、常勤弁護士を複数名
配置した法律事務所は合計59か所である。なお、平成22年度中に複数配置となった支援センター法律事務所
は、福知山、愛知、五島、対馬、平戸、福島、会津若松、宮古の８か所であった。

※実績報告書（22年度）　56ページ参照

Ｂ 　民事法律扶助事件、国選弁護・付添事件、有償
事件等を機動的に受任する体制を整え、かつ、司
法過疎地域事務所を設置していない司法過疎地域
における法律サービスを充実させるため、今後も
引き続き、必要な地域の法律事務所に複数の常勤
弁護士を配置するよう努めていく必要がある。

１　国選弁護契約弁護士のサービスの質の向上に資する取組
　(1) 説明会の実施等
　  支部を含めた全ての地方事務所において年度計画に基づく国選弁護及び国選付添に関する説明会を実施
した。説明会の内容としては、解説書等を配布したものが55か所、支援センター主催の説明会を実施したも
のが20か所、弁護士会主催の説明会に参加する方法で実施したものが26か所であった。
　(2) それ以外の取組
    ５か所の地方事務所・支部においては、合計９回にわたり、各地の弁護士会と共催又は地方事務所が主
催する形で、より直接的に弁護活動の質を向上させることを目的とした研修を実施した。研修の内容として
は、「刑事尋問技術」の講義、「刑事弁護（応用編）」の講義といったものや無罪事例報告と質疑応答とい
うものがなされている。
  平成22年８月12日、13日（東京会場）及び同月19日、20日（大阪会場）に、支援センター本部と裁判所と
の共催により実施した常勤弁護士業務研修（法廷弁護技術研修）に一般契約弁護士の参加も認める形での研
修を実施し、合計16名の一般契約弁護士の参加を得た。同研修では、主として裁判員裁判を想定した刑事弁
護の法廷技術に係る講義・演習や、現に裁判員裁判を担当している裁判官による講義がなされた。
２　犯罪被害者支援に係わる弁護士のサービスの質の向上に資する取組
　(1) 説明会の実施等
　  各地方事務所において、弁護士会の協力を得て、弁護士会主催の説明会・研修会等への参加、地方事務
所主催、地方事務所・弁護士会共催による説明会・意見交換会の実施等により、被害者国選弁護関連業務の
内容、説明等を行った。また、平成22年４月の国選被害者参加弁護士の事務に関する契約約款の改正に伴
い、支援センター本部において、被害者国選弁護に関する解説書である「被害者国選弁護関連業務の解説」
の改訂版を作成し、説明会等で同解説書を配布し、被害者国選弁護関連業務に対する理解を得るために活用
した。
　(2) その他の取組
　  日本弁護士連合会との定期的な協議の場で、精通弁護士に対する苦情・意見について情報提供を行うな
ど、二次的被害防止に留意した被害者対応の重要性についてさらなる意見交換を進めた。
　二次的被害防止に関するカリキュラムを盛り込んだ本部主催の担当職員研修にスタッフ弁護士も受講し
た。
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(3)契約弁護士のサービスの質
 　の向上に資する取組

　弁護士会等の関係機関・団体と
連携協力して、制度の変更、裁判
員裁判に関する知識・経験等、契
約弁護士が提供するサービスの質
の向上に資する情報の収集に努め
るとともに、適時適切に契約弁護
士に対する周知を図り、国選弁護
等サービスの質の向上を図る。

　法律事務所を備えた事務所のう
ち必要な地域においては、常勤弁
護士を複数配置し、民事法律扶助
事件、国選弁護・付添事件、有償
事件等を機動的に受任する体制を
整える。
　司法過疎地域事務所を設置して
いない司法過疎地域において、適
切な法律サービスを提供するた
め、必要に応じて、このような司
法過疎地域に近接する地への常勤
弁護士の重点配置等の工夫に努め
る。

　地方事務所ごとに、事業年度の当初において、
裁判所からの国選弁護人等候補指名通知請求を受
けてから裁判所に候補を通知するまでの手続類型
別の目標時間（被疑者国選弁護事件については原
則として数時間以内、遅くとも２４時間以内等）
を設定し、事業年度末において、その達成度合い
を検証する。

4 司法過疎対策を含む常勤弁護士に関する業務

　裁判所からの国選弁護人等候補
指名通知請求を受けてから裁判所
に候補を通知するまでの所要時間
の短縮を図るために、引き続き、
地方事務所ごとに手続類型別の目
標時間（被疑者国選弁護事件につ
いては原則として数時間以内、遅
くとも２４時間以内等）を設定
し、実行する。

4 司法過疎対策を含む常勤弁護士
　に関する業務

(5)司法過疎対策を含む常勤弁護
 　士に関する業務

　関係機関・団体と連携・協
力して，制度の変更，裁判員
裁判に関する知識・経験等，
契約弁護士が提供するサービ
スの質の向上に資する情報の
収集に努めるとともに，適時
適切に契約弁護士に対する周
知を図るなどして，国選弁護
等サービスの質の向上を図
る。

　裁判所からの国選弁護人等
候補者指名通知請求を受けて
から裁判所に候補を通知する
までの時間の短縮を図る。

　関係機関・団体と連携・協力して、制度の変
更、裁判員裁判等に関する情報を収集した上、こ
れを契約弁護士に適時適切に周知するため、各地
において、弁護士会の協力を得て、説明会の実施
や説明資料の配布等を行う。
　弁護士会と連携・協力し、支援センターを通じ
て犯罪被害者支援に携わる弁護士に関する利用者
からの意見等について情報交換等をする場を設け
るとともに、支援センターの業務運営の参考とす
るなど、必要に応じて適切な対応を行う。

　民事法律扶助事件、国選弁護・付添事件、有償
事件等を機動的に受任する体制を整えるため、法
律事務所に複数の常勤弁護士を配置するよう努め
る。

42

44

43

　必要に応じて常勤弁護士を
複数配置するなど，常勤弁護
士が受任事件に的確に対応で
き，また，地域のニーズに適
切に対応できる体制を整え
る。
　司法過疎対策地域事務所を
設置していない司法過疎地域
において，より多くの利用者
に，ニーズに応じたサービス
を提供するため，ニーズを十
分に把握し，このような司法
過疎地域に近接する地方事務
所への常勤弁護士の重点配置
等の工夫により，司法過疎地
域における法律サービスを充
実させる。

17/23



 
中期計画の各項目 年度計画（平成２２年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

②サービスの質の向上 (2)サービスの質の向上 (2)サービスの質の向上

法律事務所を
備えた事務所
における当事
者が抱える法
的トラブルの
総合的な解決
に向けた取組
状況

１　研修の実施
　支援センター本部主催の常勤弁護士を対象とする研修において、常勤弁護士のＯＢを講師として、地域の
福祉機関や行政機関等といかに効果的に連携していくかをテーマとする講義を盛り込み、常勤弁護士ならで
はの連携の具体的なノウハウを伝授するとともに、研修参加者間でグループ討議を実施するなどして、連携
に関する各常勤弁護士の経験や知識並びに各地域ごとの特殊性及びこれに対する対応策等の情報を常勤弁護
士間で共有させ、関係機関との連携に対する意欲及びスキルを高めてもらい、積極的に取り組んでいくよう
促した。
２　日本弁護士連合会との協議
　支援センター本部、地方事務所及び日本弁護士連合会が共同して、常勤弁護士の関係機関との連携の在り
方に関する検討会を立ち上げ、各地の常勤弁護士が実践している連携の実態を調査・研究した上、これを踏
まえて、各常勤弁護士がより効果的に関係機関と連携していくための具体的な方策を協議した。
３　シンポジウムの開催
　平成22年10月には、「市民と司法の架け橋を目指して」と題する常勤弁護士と福祉機関との連携をテーマ
としたシンポジウムを開催し、弁護士や司法修習生等の法曹関係者のみならず、多数の福祉機関及び行政機
関関係者等の参加を得て、常勤弁護士の連携に関するこれまでの実績を紹介するとともに、司法と福祉の連
携の在り方及び福祉の現場が弁護士に望むこと等について公開討議を行い、関係機関に対し、常勤弁護士を
より活用してもらうようアピールをした。
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Ａ 　常勤弁護士が関係機関と効果的に連携するため
の具体的な方策を検討して周知し、また、連携の
具体的なスキルを磨く研修を実施するなどしたほ
か、福祉機関や行政機関の関係者らを招いて常勤
弁護士の活用をアピールするなどして、各常勤弁
護士が積極的に関係機関と連携できるような環境
作りに積極的に取り組んだ。

(6)犯罪被害者支援

①利用者のニーズの把握と業務
　への反映

犯罪被害者及
びその支援者
の意見聴取に
関する取組状
況

Ａ 　全ての地方事務所において犯罪被害者支援を
行っている機関・団体等に対してアンケートを
実施し、犯罪被害者及びその支援者から聴取を
行った。その結果、ほとんどの項目で認知度は
前年とほぼ同水準であったが、取次、紹介を
行った利用者数は前年度と比較して増加してお
り、支援センター地方事務所と各関係機関との
連携関係及び理解は深まってきている。
　また、国選被害者参加弁護士の選定を希望す
る被害者参加人は支援センターを経由して選定
を請求していることについての認知度は前年度
の39.1％から43.1％に上昇しており、支援セン
ターの業務が着実に認知されているといえる。46

１  意見の聴取
　犯罪被害者支援業務に関する関係機関・団体等から意見・要望を聴き、今後の業務の在り方等の参考にす
るため、下記要領でアンケート調査を実施した。
 　実施時期：平成23年１月から３月まで
 　アンケート送付機関・団体数：1,789（弁護士会、地方検察庁、都道府県警察、都道府県庁福祉主管課、
女性相談センター、児童相談所、精神保健福祉センター、民間支援団体等）
 　回答機関・団体数：1,251（回収率70％）
 　実施方法：各地方事務所からアンケートを郵送
 　聴取項目
○支援センターの犯罪被害者支援業務に関する周知状況○支援センターとの連携（紹介・取次等）状況○支
援センター等に対する被害者等からの意見○各機関のセミナーやイベントの主催・共催状況○その他意見・
要望
　支援センターの行う犯罪被害者支援業務は約90％の関係機関・団体に周知されている。
　支援センターの行う業務のうち、被害者参加人のための国選弁護制度の認知度が50％程度とやや低いため
周知に努めたい。
　連携（紹介・取次等）状況は、支援センターからの紹介数3,531名、関係機関・団体からの紹介数16,540
名であった。
２  被害者等からの意見
　ご意見の中に、民事法律扶助等への適切な引継ぎを求めるものがあった。支援センターでは犯罪被害者が
経済的に困っている場合でも、被害直後から刑事手続、民事手続までの一連の法的手続等に関し弁護士の援
助を受けることが可能である。被害者にとって最も必要な支援が受けられるよう制度の周知に努めたい。
　本年度における施策への反映状況については、過去の意見聴取で得られた 「業務の概要を分かりやすく
伝えてほしい」という意見に対応して、利用者に対し分かりやすく支援センターの犯罪被害者支援業務を
知ってもらうため、ホームページの内容改訂を行った。また「利用者に対する法テラスが行う犯罪被害者業
務の周知」という要望に関しては、内閣府が発行している「犯罪被害者等施策情報メールマガジン（第47号
平成22年４月15日発行）」にリーフレット改訂に関する情報を掲載いただいた。
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　関係機関等と連携協力し，
利用者のニーズに適切に対応
したきめの細かいサービスの
提供に努める。

　法律事務所を備えた事務所にお
いては、配置地域の関係機関等と
の連携を図り、必要に応じて、民
事法律扶助事件、国選弁護・付添
事件、有償事件等の当事者が抱え
る法的トラブルの総合的な解決に
努める。

5 犯罪被害者支援

45

　支援センターの具体的な業
務の在り方について，犯罪被
害者やその支援に携わる関係
者の意見を聴取する機会を設
ける。

(1)利用者のニーズの把握と業務への反映

　常勤弁護士において、関係機関等に常勤弁護士
及び法テラスの業務内容の理解を求めて連携を図
り、関係機関等が認知する法的トラブルを把握・
対応していくとともに、担当事件の状況に応じ、
事件処理後も関係機関に引き継ぐなどして、法的
トラブルの総合的な解決を図る。

　犯罪被害者支援に関し、犯罪被
害者やその支援に携わる者の意見
を聴取する機会を地方事務所単位
で各事業年度に１回以上設ける。

　地方事務所ごとに、犯罪被害者やその支援に携
わる者の意見を聴取する機会を、平成２２年度に
１回以上設ける。

5 犯罪被害者支援

(1)利用者のニーズの把握と業務
 　への反映
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中期計画の各項目 年度計画（平成２２年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

②提供するサービスの質の向上 (2)提供するサービスの質の向上 (2)提供するサービスの質の向上

ア 　犯罪被害者に対し，被害
を受けたときからの時間の
長短を問わず，その心情に
十分配慮した懇切・丁寧か
つ迅速・適切な情報提供に
努める。犯罪被害者に対す
る情報提供に関して，これ
までの相談内容やそれへの
対応状況，犯罪被害者の意
見を踏まえてできるだけ効
率的な業務運営を行いつ
つ，質の向上を図るよう努
める。

① ① 被害者の心情
に配慮した適
切な情報提供
の実施に向け
た取組状況

Ａ 　全ての地方事務所・支部職員を対象にした職員
研修において、犯罪被害者の心情に配慮した対応
の質の向上を図った。また、被害者国選業務マ
ニュアルの作成、犯罪被害者支援マニュアルの改
訂など、業務の流れを整理した２種類のマニュア
ルを発出し、業務の効率化を図った。意見交換会
においては職員間の情報の共有により業務の効率
性を図った。
　地方事務所において参加した研修に関して、報
告を求め、とりまとめ結果を掲示し、引き続き研
修参加を呼びかけ、被害者対応の質の向上を図っ
ている。
　地方事務所において実施している精通弁護士紹
介はほぼ即日又は翌日に完了している。

48

イ 　効率的な業務運営を行い
つつサービスの質の向上を
図るため，犯罪被害者支援
担当窓口対応専門職員が配
置されている地方事務所に
おける犯罪被害者支援担当
窓口対応専門職員が勤務し
ていない時間帯における犯
罪被害者に対する窓口での
情報提供，犯罪被害者支援
担当窓口対応専門職員が配
置されていない地方事務所
における犯罪被害者に対す
る窓口での情報提供に当
たっては，犯罪被害者支援
担当窓口対応専門職員以外
で犯罪被害者に対する窓口
における情報提供を担当す
る職員に対し，必要な研修
を行うことなどにより二次
被害を防止するなど，犯罪
被害者の心情に配慮した質
の高いサービスの提供を図
る。

② ② 犯罪被害者に
対する窓口で
の情報提供を
担当する職員
に対する研修
の実施状況

　犯罪被害者支援業務担当職員は情報提供業務と被害者国選関連業務を担当していることから、臨床心理士
の講義による二次的被害の防止を図るための実践的知識の涵養、報酬算定実務面に係る知識の習得及び犯罪
被害支援に係るサービスの質を全国的に均質なものとするための情報共有等を目的とした職員研修と意見交
換会を平成22年10月に実施した。また、平成23年２月に行われた新情報提供システムの研修では、地方事務
所における犯罪被害者支援業務において必要とされる入力及び実績報告についてのレジュメを作成し説明を
行った。
　
※実績報告書（22年度）　60ページ参照

Ａ 　地方事務所の職員に対して、二次的被害の防止
を始めとする犯罪被害者支援に関する研修を実施
した。また、実施後、講義レジュメ及び講義録を
送付し、地方事務所内での研修を実施するよう指
導を行った。
　また、関係機関との連携のあり方や被害者対応
の留意点など地方事務所ごとの問題点を意見交換
会などを通じて共有化し、提起された問題点や意
見に関しての回答を発出するなど今後の業務への
反映を図った。

49

ウ 　犯罪被害者支援に精通し
ている弁護士を紹介する体
制の整備と拡充を図るとと
もに，犯罪被害者及びその
支援に携わる関係者の意見
等を踏まえつつ，日本弁護
士連合会，弁護士会等の関
係機関・団体と連携・協力
して，犯罪被害者支援に携
わる弁護士が提供するサー
ビスの質の向上が図られる
よう努める。

③ ③ 精通弁護士の
確保・紹介体
制の充実及び
これらの弁護
士が提供する
サービスの質
の向上に向け
た取組状況

　犯罪被害者支援に精通している弁護士（以下「精通弁護士」という。）を紹介する体制の整備と拡充を図
るべく、各地方事務所において、精通弁護士の確保に取り組んできたところ、その結果、下記のとおり、精
通弁護士名簿登載者数、及び精通弁護士紹介件数は着実に増加している。
　　　《精通弁護士の確保状況》平成22年４月１日現在　1,839人　平成23年４月１日現在　2,028人
（189名増加　約10.3％増）
　　　《精通弁護士紹介実績》平成21年度  898件　平成22年度  929件
　また、サービスの質の向上を図るために、日本弁護士連合会と協議の上、支援センターに寄せられた精通
弁護士に対する苦情・意見につき、当該事例の概要及び利用者からの弁護士に対する意見・要望を日本弁護
士連合会に提供している。
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Ａ 　各地方事務所の弁護士会への働きかけにより、
精通弁護士名簿登載者数及び紹介件数は増加して
いる。
　また、本部において、コールセンターから地方
事務所へ送られた精通弁護士取次票を分析し、地
方事務所へフィードバックするなどの取組を行っ
た。

１　効率性と犯罪被害者の心情に配慮した情報提供
  (1) 担当職員研修
    本部主催の22年度犯罪被害者支援業務担当職員研修では、臨床心理士による二次的被害の防止に関する
講義をカリキュラムに組み込んだ。この研修の受講者が、所属事務所職員に対し当該講義内容等の研修を実
施するなど、犯罪被害者の心情に十分に配慮した対応に関し、職員全体の質の向上及び提供するサービス
（対応）の均質化を図った。
  (2) システム情報の統一と共有
    本部が作成した犯罪被害者支援業務マニュアルにおいて、犯罪被害者からの相談内容及び当該相談に対
する対応状況に関し、システムへの正確な情報登載を指示、これにより職員相互間で情報の共有・対応の統
一化を図った。
  (3) 外部研修への派遣
    各地方事務所において、関係機関が行う犯罪被害者支援員養成研修等に担当職員（窓口対応職員を含
む）が参加したり、関係機関から講師を招き、職員研修を行うなど、犯罪被害者の心情に配慮した対応の質
の向上を図った。
  (4) オペレーターからの意見聴取
    本部・コールセンター犯罪被害者ダイヤルオペレーターとの意見交換会において、同オペレーターから
提示された対応方法に関する改善意見等を地方事務所にフィードバックすることにより、オペレーターの視
点から見た対応上の問題点を客観的に提示する取組も行った。
  (5) 新コールセンターにおけるオペレーターの養成
　  犯罪被害者支援ダイヤルオペレーター研修において、二次的被害に留意した対応や、犯罪被害者支援業
務についての講義を行い、犯罪被害者の心情に配慮したオペレーターの養成を行った。
２　被害者支援に精通した職員態勢
　　犯罪被害者に対する情報提供のニーズが高い地方事務所を対象として、全国９か所の地方事務所等（東
京、神奈川、埼玉、千葉、京都、兵庫、愛知、広島、札幌）に、民間犯罪被害者支援団体の電話相談等経験
者や、警察出身者などを犯罪被害者支援担当の窓口対応専門職員として配置し、犯罪被害者等からの来所及
び電話による問い合わせに対し、二次的被害を与えないよう心情に十分配慮して対応した。また、上記以外
の地方事務所及び上記地方事務所で犯罪被害者支援担当の窓口対応専門職員が配置されない曜日・時間帯に
ついては、犯罪被害者支援担当以外の職員（窓口対応専門職員を含む）が犯罪被害者等からの問い合わせに
対応している。これらの職員に関しても、犯罪被害者への二次的被害を防止するため、上記本部研修の内容
に係る研修等を行い、犯罪被害者の心情に十分配慮した適切な情報提供の態勢を整えている。
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　犯罪被害者支援担当窓口対応専門職員以外で
犯罪被害者に対する窓口における情報提供を担
当する職員に対し、二次的被害の防止を始めと
する犯罪被害者支援に関する研修を、平成２２
年度に１回以上実施する。

　各地方事務所ごとに、弁護士会と連携・協力
し、犯罪被害者支援に精通している弁護士を確
保するとともに、犯罪被害者に対し、適切に紹
介を行う。

　犯罪被害者に対する情報提供に関して、でき
る限り効率的な業務運営を行いつつ、これまで
の相談内容やそれへの対応状況、犯罪被害者の
意見を踏まえて質の向上を図るよう努めるとと
もに、犯罪被害者の心情に十分に配慮した懇
切・丁寧かつ迅速適切な情報提供に努める。
　犯罪被害者に対する情報提供のニーズが高い
地方事務所の窓口対応専門職員に、犯罪被害者
支援に精通している職員を効率的・効果的に配
置する。

　犯罪被害者に対する情報提供
に関して、できる限り効率的な
業務運営を行いつつ、これまで
の相談内容やそれへの対応状
況、犯罪被害者の意見を踏まえ
て質の向上を図るよう努めると
ともに、犯罪被害者の心情に十
分に配慮した懇切・丁寧かつ迅
速適切な情報提供に努める。
　犯罪被害者に対する情報提供
のニーズが高い地方事務所に
は、効率性の観点も踏まえ、犯
罪被害者支援に精通している職
員を適切に配置するなどしてよ
り質の高い情報提供に努める。

47

　支援センターが提供する犯罪
被害支援の内容及び質を全国的
に均質なものとし、かつ、一定
の水準以上のものとするため、
犯罪被害者支援担当窓口対応専
門職員以外で犯罪被害者に対す
る窓口における情報提供を担当
する職員に対し、二次的被害の
防止を図ることなどを始めとし
た犯罪被害者支援に関する研修
を各事業年度に１回以上実施す
ることなどにより、犯罪被害者
の心情に配慮した質の高いサー
ビスの提供を図る。

　各地方事務所単位において、
犯罪被害者支援に精通している
弁護士を確保するとともに、犯
罪被害者及びその支援に携わる
関係者の意見等を踏まえつつ、
弁護士会等の関係機関・団体と
連携協力して、支援センターを
通じて犯罪被害者支援に携わる
弁護士が提供するサービスの質
の向上を図る。
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50

エ 　経済的に余裕のない犯罪
被害者が民事法律扶助制度
を適切に活用し，被害回復
を行えるように，適切な情
報提供に努める。犯罪被害
者からの民事法律扶助の援
助申込みに対し，より迅速
な援助開始，専門的知見を
有する弁護士の選任などを
通じた充実した援助の提供
に努める。

④ ④ 民事法律扶助
制度等の利用
が適当な犯罪
被害者に対す
る支援状況

Ａ 　経済的に余裕のない犯罪被害者が、民事法律扶
助制度や日本弁護士連合会委託援助制度を確実に
利用できるよう、契約弁護士や被害者等に対して
積極的な情報提供等を行った。
　本部においては、民事法律扶助制度などを説明
した「法テラス犯罪被害者支援業務のパネル」を
作成し、イベント時に掲示した。
　また、ホームページの改訂を行い、「犯罪被害
者支援の流れ」を掲載するとともに、民事法律扶
助制度の説明を掲載するなど、犯罪被害者の多様
なニーズに対応する援助制度の周知を図った。
　また被害者国選契約弁護士の中で民事法律扶助
契約を締結している弁護士が約90％、日本弁護士
連合会委託援助契約を締結している弁護士が約
87％となっており、被害者が必要とする支援を実
施できる体制を整えている。

　外国人の専門相談について、大阪地方事務所に
おいて平成23年２月より弁護士会と共催で外国人
の専門相談を実施ししている。また、損害賠償命
令申立の援助件数は前年と比較して29件の増加を
みている。

51

寄附金等の自
己収入増加に
向けた取組状
況

　支援センターの寄附制度には、広く一般から募る「一般寄附」のほか、刑事裁判の被疑者・被告人から受
け入れる「しょく罪寄附」があり、一般寄附については、主として一般から小口の寄附を募る「サポーター
ズクラブ」、保護観察対象者から受け入れる「更生寄附」、それ以外の「その他寄附」の３つの制度から構
成されている。
　これらの寄附への協力を呼びかけるため、ホームページ上に案内コーナーを設けているほか、関係機関等
に広く配布する広報誌（年４回発行）やメールマガジンにおいても寄附募集のアナウンスをするなどして、
制度の周知を図った。
　特に、刑事裁判の被疑者・被告人から受け入れているしょく罪寄附については、支援センターの全ての契
約弁護士に対して寄附制度の案内チラシを発送したほか、しょく罪寄附を行った被疑者・被告人の代理人弁
護士を対象に行ったアンケート結果（判決における情状考慮の有無等）をホームページ上で公表するなど、
重点的に制度周知のための施策を講じている。
        （平成22年度実績）
        　　しょく罪寄附　       125，755千円
        　　一般寄附　　　　　　　16，516千円
        　　　　計               142，271千円
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Ｂ 　寄附制度の広報によって、自主財源確保の取組
に努めたが、結果として前年を1000万円ほど下
回ったことから、今後は、より積極的に広報を推
し進めるほか、自己収入確保のためのさらなる調
査・検討を進めることが課題である。

１　犯罪被害者への支援の充実
　コールセンターにおいては、相談者に民事法律扶助制度や日本弁護士連合会委託援助制度を説明するとと
もに、地方事務所に取り次ぐ際には、利用希望の情報を取次依頼書に記載するなど、統一した対応が行える
よう配慮している。 取次ぎを受けた地方事務所においては、精通弁護士が民事法律扶助の契約弁護士であ
るか否かを精通弁護士名簿等で確認し、被害者の経済状況に応じ、適切に弁護士に取り次ぐ態勢を整えてい
る。
　そして、これらの上記各援助制度に関する適切かつ積極的な情報提供及び各援助制度間の連携が円滑に図
られるよう、職員向けに犯罪被害者支援業務マニュアル、トークスクリプト、ポンチ絵を整備して、職員に
対し各援助制度の連携について理解を深めさせるなどして、対応の均質化を図っている。
　また、犯罪被害者支援ダイヤルオペレーターとの意見交換会における協議を通じて、聴取項目メモの改訂
も行った。
　併せて、上記各援助制度の周知等を図るため、できる限り平易な言葉を使用したＦＡＱ、犯罪被害者支援
リーフレットを、全国の地方事務所から関係機関等を通じ、相談者にリーフレットの適宜配布の依頼、関係
機関等による協議会や、被害者週間における各種啓発活動に参加するなどの取組を行い、上記各援助制度の
周知を図るとともに、ホームページ上においても、上記各制度の概要を掲載し、制度利用に必要な書類がダ
ウンロードできるようにするなど工夫をすることで、上記各制度に係る情報入手・利用に関する利便性を
図っている。
２　専門相談の推進
　犯罪被害者に関する専門相談については、東京地方事務所において、ＤＶの専門相談を実施している。
３　その他の取組
　専門相談の実施が困難な地方事務所においても、契約時のアンケート調査等で把握した各契約弁護士・司
法書士の取扱分野を相談予約時に考慮して法律相談援助を実施したり、精通弁護士を紹介をしており、ＤＶ
案件等で相談者の身体上の安全に危険が及ぶような緊急対応を要する場合などは、対応可能な相談登録弁護
士の法律事務所を紹介して緊急に法律相談援助を実施するなどの工夫で対応している。
４　民事法律扶助制度の利用の増加
　平成21年度の損害賠償命令申立件数は112件であるところ、本年度の同件数は141件である。
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　広報活動と連携しながら、一般
人からの寄附等の寄附金の受入れ
等による自己収入の獲得に努める
とともに、刑事裁判の被疑者・被
告人からのしょく罪寄附を受け入
れる。

　経済的に余裕のない犯罪被害者が、民事法律
扶助制度や日本弁護士連合会委託援助制度を確
実に利用できるよう、適切かつ積極的な情報提
供等を行う。
　犯罪被害者からの民事法律扶助の援助申込み
については、専門相談から弁護士の選任までの
手続を整備することなどにより、より迅速な援
助開始、専門的知見を有する適切な弁護士の選
任等の充実した援助の提供に努める。

1 総括

2 民事法律扶助

(1)総括

　引き続き，自己収入（寄附
金等）の獲得に努める。

5 財務内容の改善に関する事項

(2)民事法律扶助 2 民事法律扶助

(1)

　広報活動と連携しながら、一般人からの寄附等
の寄附金の受入れ等による自己収入の獲得に努め
るとともに、刑事裁判の被疑者・被告人からの
しょく罪寄附を受け入れる。

Ⅳ　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び
　資金計画

　民事法律扶助制度は、弁護
士・司法書士費用を立て替える
制度であり、その実施のために
国費が投入されていることか
ら、財政負担を抑制しつつ、援
助を必要とする国民等に適切に
サービスを提供するためには、
償還金の確保が極めて重要であ
る。そのために、以下の取組等
を行う。

1 総括

Ⅳ　予算（人件費の見積りを含
　む。）、収支計画及び資金計画

　経済的に余裕のない犯罪被害
者が、民事法律扶助制度等を確
実に利用できるよう、適切かつ
積極的な助言を徹底する。
　犯罪被害者からの民事法律扶
助の援助申込みについては、専
門相談から弁護士の選任までの
手続を整備することなどによ
り、より迅速な援助開始、専門
的知見を有する適切な弁護士の
選任等の充実した援助の提供に
努める。
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　 立替金債権等
の管理・回収
計画等の策
定・検証・見
直し及び債権
管理コストの
削減に関する
取組状況

１　立替金債権等の管理・回収計画の策定及び同計画に沿った回収の実施
  平成22年度は、実際に被援助者に対応している地方事務所の経験やノウハウを活用し、本部で行う督促と
連動した形で、各地方事務所ごとに管理回収計画を立て、その計画に沿って償還金確保に努めた結果、償還
金額は101億8828万7394円（前年度比4.7％増）であった。
２　償還の見込みがない立替金債権等の償却処理及び債権管理コストの削減
  平成22年１月以降、立替金の償還猶予及び免除についての運用を見直し、被援助者が援助継続中に生活保
護を受給している場合は、原則として、援助終結まで立替金の償還を猶予するとともに、援助終結時に生活
保護を受給している場合には、当該被援助者に対し、立替金の償還を免除することが可能な旨の周知の徹底
を図ることとした。その結果、同年６月には既に終結決定がされている者で免除申請があった者に対して免
除決定を行い、償還の見込みがない立替金債権等についての償却処理をし、債権管理コストの削減を図っ
た。
  この結果、平成22年度の償還免除金額は26億7099万6326円（前年度比168％増）、みなし消滅額は1023万
5213円（前年度比15％減）となった。
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Ａ 　本部・地方事務所と連携した回収計画に沿い償
還金確保に努め、前年を上回る償還金を確保でき
た。生活保護受給者の免除申請の周知を図り、免
除申請があったものについて立替金債権等の償却
処理を行った。

効率的で効果
的な回収方法
の検討及び実
施状況

　平成22年度中に行った効果的な回収を図るための取組については以下のとおりである。

※実績報告書（22年度）　64ページ参照

Ａ 　以下の各取組により、前年度比104.7％の償還金
を回収した。

① 　平成22年７月には、それまで、対象が初回、１か月、２か月連続、３か月連続滞納者だったものを、４か
月連続、５か月連続、６か月連続滞納者にまで拡大した。

② 　平成22年12月に開催された民事法律扶助研修において、償還率の高い地方事務所における償還金確保に向
けた具体的な取組状況を発表し、他の地方事務所の参考に供した。さらに、償還率の高い地方事務所での取
組を参考にし、地方事務所で行う債権管理回収についての全国一律の督促指針である「立替金債権管理回収
の手引き」を作成した。

③ 　最終的な督促体制の整備には至っていないが、平成22年度は、６か月を超えて滞納している者対して、本
部から一斉に手紙による督促（いわゆるＣランク債権督促）を行った。このうち転居先不明で手紙が返送さ
れたものについては、市区町村に戸籍附票や住民票を請求して所在の調査を行った。また、後記⑥のとお
り、手紙督促を行っても償還のない者に対して電話督促を行った。

④ 　償還制度の説明の徹底、償還の意識付けの強化を目的として「返済のしおり」を作成し、平成23年１月か
ら全ての援助開始決定者に対して配布を開始した。

⑤ 　平成22年７月から本部において電話督促を開始した。初回のゆうちょ銀行からの引落ができず、コンビニ
督促が発出された者に対して、電話でコンビニでの支払及びゆうちょ銀行での継続的な支払を促した。

⑥ 　償還が厳しい被援助者に対して、償還月額の調整、猶予する等生活状況に応じての償還を促した。

　日々変化する債務者の状態や、督促・償還状況を常に把握し、効果的な回収を行うため、債権管理回収に
関するシステム改修の検討を開始し、平成23年度から改修に向けた作業に入る予定である。

(2)立替金債権等の管理・回収
　 計画等

　コンビニエンスストアを利用
した償還方法を整備して初期滞
納の段階での回収の改善を図る
とともに、例えば、①償還率の
高い地方事務所における取組を
分析し、その長所を活かした全
国一律の督促指針を立てて実施
する、②集中的に督促を行うた
めの体制を整備する、③援助開
始時における償還制度の説明を
更に徹底して被援助者の償還に
向けた意識付けを強化する、④
電話による督促を含め、被援助
者との連絡を密にして、その生
活状況等に応じた償還月額の調
整を行い、継続的な償還を図る
などの方法により、償還を要す
べき立替金債権について、長期
滞納者に対するものも含め、地
方事務所と連携しつつ、支援セ
ンター全体として効率的で効果
的な回収を図る。これらの取組
を的確に実施することにより、
毎年度、前年度と比較して償還
率を向上させるよう努める。

(2)効率的で効果的な回収方法の工夫等

(1)立替金債権等の管理・回収計画等

　地方事務所ごとの民事法律扶助業務に係る立替
金債権等の管理・回収計画を策定し、同債権等の
管理・回収状況について検証した上、厳格に評価
し、不断に必要な見直しを行うことにより、償還
を要すべき者からの立替金債権等の回収に最大限
努力して、償還額の増加を図る。その上で、事件
の解決により財産的な利益を得られず、資力も回
復していない生活保護受給者に係る立替金債権
等、償還の見込みがない立替金債権等について
は、償却も含めてその処理を検討し、当該債権等
の特性に応じた運用を図ることなどにより、債権
管理コストの削減を図る。

　償還を要すべき者に対して
は，初期滞納の段階での回収
率の向上を図る，長期滞納者
に対するものも含め効率的で
効果的な回収方法を工夫す
る，償還率の高い地方事務所
における取組を分析し，その
長所を活かして，支援セン
ター全体として効率的で効果
的な回収を行うなどの対策を
検討し，適切に実施する。

53

②効率的で効果的な回収方法の
　工夫等

①立替金債権等の管理・回収
　計画等

(3)効率的で効果的な回収方法の
 　工夫等

　年度ごと、地方事務所ごとの
民事法律扶助業務に係る立替金
債権等の管理・回収計画を策定
し、毎年度、同債権等の管理・
回収状況について検証した上、
厳格に評価し、不断に必要な見
直しを行うことにより、償還を
要すべき者からの立替金債権等
の回収に最大限努力して、償還
額の増加を図る。その上で、事
件の解決により財産的な利益を
得られず、資力も回復していな
い生活保護受給者に係る立替金
債権等、償還の見込みがない立
替金債権等については、償却も
含めてその処理を検討し、当該
債権等の特性に応じた運用を図
ることなどにより、債権管理コ
ストの削減を図る。

　償還を要すべき立替金債権について、長期滞納
者に対するものも含め、地方事務所と連携しつ
つ、支援センター全体として効率的で効果的な回
収を図るために、以下の取組について検討し、費
用対効果の観点も踏まえ、実施可能なものから速
やかに実施する。

　コンビニエンスストアを利用した償還方法を
整備して、初期滞納の段階での回収の改善を図
る。

　これらの取組により、平成２１年度と比較し
て償還率を向上させるよう努めるほか、より適
切かつ機動的な債権管理を実現するための環境
整備としてシステム改修等の検討に取組む。

　償還率の高い地方事務所における取組を分析
し、その長所を活かした全国一律の督促指針を
立てて実施する。

　集中的に督促を行うための体制を整備する。

　援助開始時における償還制度の説明を更に徹
底して被援助者の償還に向けた意識付けを強化
する。

　電話による督促を実施する。

　民事法律扶助の立替金債権
等の回収に最大限努める。そ
のために，年度ごと，地方事
務所ごとの民事法律扶助業務
に係る立替金債権等の管理・
回収計画を策定し，毎年度，
立替金債権等の管理・回収状
況について検証した上，厳格
に評価し，不断に必要な見直
しを行う。その上で，生活保
護受給者に係る立替金債権
等，償還の見込みがない立替
金債権等については，償却も
含めてその処理を検討し，適
切に対応する。

　被援助者との連絡を密にして、その生活状況
等に応じた償還月額の調整を行い、継続的な償
還を図る。
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中期計画の各項目 年度計画（平成２２年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

(1)有償受任等による自己収入 (1)有償受任等による自己収入

54

有償事件の受
任等による自
己収入増加に
向けた取組状
況

　常勤弁護士の限られた労力を、司法過疎地域の利用者のニーズに応じてバランスよく法律サービス提供に
用いるため、民事法律扶助事件・国選弁護事件・４号有償事件の配分についての目安を定めた上、地域の実
情に応じて事件を受任することとした。平成22年度までに司法過疎対策として設置した29か所の地域事務所
における受任事件数の内訳は、平均すれば、受任事件全体の３割程度が４号有償事件（1,032件）、４割程
度が民事法律扶助事件（1,329件）、３割程度が国選弁護・付添事件（986件）(であるが、各々の地域事務
所については、設置された各地域の需要に応じ、その内訳は様々)であった。なお、司法過疎地域事務所の
事業収益は、平成21年度については340,037千円、同22年度については434,166千円（前年度比28％増）で
あった。

※実績報告書（22年度）　65ページ参照

Ｂ 　司法過疎地域の利用者のニーズに即して、民事
法律扶助事件、国選弁護事件、４号有償事件の配
分についての目安を定めた上、各地域の実情に応
じて事件を受任し、需要に応じた。

(2)財政的支援の獲得 (2)財政的支援の獲得

55

地方公共団体
等からの財政
的支援獲得に
向けた取組状
況

　平成22年度に新設した司法過疎地域事務所３か所のうち、長崎県の雲仙地域事務所については、地方公共
団体から廉価な賃料で事務所を賃借し、沖縄県の宮古島地域事務所についても、地方公共団体から廉価な賃
料で事務所を賃借した。

※実績報告書（22年度）　66ページ参照

Ｂ 　今後、地方公共団体その他関係機関・団体との
連携を更に深め、支援センターの業務に対する理
解・協力をより一層仰ぎ、更なる財政的支援の獲
得に努める必要がある。

56

分かりやすい
形での財務内
容の公表に関
する取組状況

　財務諸表の透明性を確保するため、事業報告書における各勘定科目の解説を平易な言葉で表現すること
や、図表や経年比較等を盛り込むことによって、視覚的にも情報を読み取りやすくする工夫をした。
　情報提供業務、民事法律扶助業務等の各セグメント情報については、十分な検証が行えなかった。

※実績報告書（22年度）　67ページ参照

Ｂ 　図表等を見やすい大きさにして盛り込み、各勘
定科目の解説を詳細に追記する等を行い、一般的
に理解が難しい財務諸表を読み取りやすくした
が、各業務の財務内容を検証し、分析することま
でには至らなかった。

57

予算・収支計
画・資金計画
の実施状況

　当年度の運営費交付金予算の実施状況は、⑴支出が、予算額と比べて１２６６百万円少なく、⑵他方、収
入が、予算額と比べ、４４９百万円少なかったため、８１７百万円の未執行額が発生した（⑴－⑵＝８１７
百万円）。

１　支出が少なかった原因（１２６６百万円）
  支出の抑制の主な原因は、民事法律扶助事業経費について予算額と比べて１８３２百万円の余剰が発生し
た点にある。これは、同事業経費が、代理援助件数１２万件を予定して予算設定されたものの、①平成２２
年６月の貸金業法の改正以降、扶助件数の大半を占める多重債務案件の減少、及び②同年３月の東日本大震
災による３月の援助件数の減少により、代理援助件数の実績が１１万件にとどまり、予算件数よりも１万件
の減となったことによる。
  これに加え、人件費について、スタッフ弁護士の採用数が予算上の予定数に達しなかったため、その不採
用分のスタッフ弁護士及び職員の人件費の余剰が発生した（１７４百万円）。
 他方において、⑴情報提供事業経費については、①次期コールセンターの構築のための経費支出や、②受
付件数の増加・震災を原因とした臨時コールセンターの設置等による現行コールセンター関係経費の増加と
して、予算額を上回る支出があり（△３３４百万円）、⑵物件費については、職員・常勤弁護士の各増員に
伴う事務所の設置・改修経費や職員宿舎借料等として予算額を上回る支出があった（△５４２百万円）。そ
のため、差引１２６６百万円の余剰となった。

２　収入が少なかった原因（４４９百万円）
  収入が下回った主な原因は、上記の民事法律扶助の援助件数の減少に伴って償還金収入が減収となったこ
とによる（△７７０百万円）。
　これに加え、しょく罪寄附金の減少によって寄附金等収入が減少し（△９百万円）、他方において、ス
タッフ弁護士の有償受任等の活動に伴う司法過疎事業収入が増収となったこと等により、予算で想定された
収入見込額と比べ、差引△４４９百万円下回った。

Ａ   運営費交付金に８１７百万円の余剰が生じた主
な原因は、民事法律扶助の援助件数が予算件数を
下回ったことにあるが、貸金業法改正や震災の影
響によるものであり、やむを得ない。情報提供事
業経費及び物件費については、予算額を上回る執
行となったが、①情報提供事業経費については、
コールセンター関係費の増が原因であるところ、
次期コールセンター経費については、当年度中に
一定の整備をする必要性があったこと、現行コー
ルセンター経費については受付件数の増加や震災
を原因とした臨時コールセンターの設置等による
ものであったことから、やむを得ないものである
こと、②物件費については、事務所の新設・改修
経費や職員宿舎借上料の増加分等であるところ、
職員の増員・配置に伴う物的体制の整備等として
必要性があったことから、支出はやむを得なかっ
た。したがって、平成２２年度の予算執行は、全
体として予算額の枠内において適切に執行された
ものである。

短期借入金の
状況

　該当なし。

6 その他業務運営に関する重要
　事項

(3)司法過疎対策

　財務内容の一層の透明性を
確保する観点から，セグメン
ト情報等の決算情報の公表の
充実を図る。

　利用者のニーズに機動的か
つ柔軟に対応して業務運営を
行うことができ，また，効率
的で効果的な業務遂行のため
に必要な人的・物的体制の維
持を図る。

　有償事件の受任等により自
己収入を適切に確保する。

　国と地方の役割分担の観点
を踏まえつつ，地方公共団体
その他関係機関・団体からの
財政的支援の獲得に努める。

①有償受任等による自己収入

　国と地方の役割分担の観点を踏
まえつつ、地方公共団体その他関
係機関・団体からの財政的支援
（例えば、事務所の無償又は廉価
な借料での貸与等）の獲得に努め
る。

　司法過疎地域に設置した事務所
においては、民事法律扶助事件、
国選弁護・付添事件に適切に対応
した上で、有償事件の受任等によ
り、自己収入を確保する。

　司法過疎地域に設置した事務所においては、民
事法律扶助事件、国選弁護・付添事件に適切に対
応した上で、受任した有償事件の処理を適切に行
う。

　重要な財産の処分に関する計画
の見込みはない。

　重要な財産の処分に関する計画の見込みはな
い。

　短期借入金の限度額は、３６億円とし、短期借
入金は、運営費交付金等の資金の出入に時間差が
生じた場合、その他不測の事態が生じた場合に充
てるために用いるものとする。

5 予算、収支計画及び資金計画

Ⅵ　重要な財産を譲渡し、又は担保
　に供しようとするときは、その計画

(1)予算

(2)収支計画

(3)資金計画

4 財務内容の公表

Ⅴ　短期借入金の限度額 Ⅴ　短期借入金の限度額

Ⅵ　重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとする
　ときは、その計画

　短期借入金の限度額は、３６億
円とし、短期借入金は、運営費交
付金等の資金の出入に時間差が生
じた場合、その他不測の事態が生
じた場合に充てるために用いるも
のとする。

　財務内容について、一層の透明
性を確保し、国民その他の利害関
係者への説明責任を果たすため、
セグメント情報の充実その他事業
報告書の明解な表示を工夫する等
より分かりやすい形で情報開示を
行なう。

　財務内容について、一層の透明性を確保し、国
民その他の利害関係者への説明責任を果たすた
め、セグメント情報の充実その他事業報告書の明
解な表示を工夫する等より分かりやすい形で情報
開示を行なう。

5 財務内容の公表(4)財務内容の公表

3 司法過疎対策 3 司法過疎対策

②財政的支援の獲得

　地方公共団体その他関係機関・団体からの財政
的支援（例えば、事務所の無償又は廉価な借料で
の貸与等）の獲得に努める。

6 予算、収支計画及び資金計画
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中期計画の各項目 年度計画（平成２２年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

剰余金の使途
についての状
況

　該当なし。

業務量や適切
に評価した各
職員の能力に
応じた施設・
設備・人的体
制の確保に向
けた取組状況

　増員人数にあわせた備品整備を行うとともに、当該増員により事務所面積の拡充が必要となる場合には、
建物の形状等を踏まえた適切な規模となるような増床を行った。また、業務量の増加に伴う書棚等の設備の
増設に際しては、将来的な予測をも勘案して適切な整備を行った。
　組織の活性化を図るため、勤務評定及び勤務成績評価を実施し、人事配置等の資料として活用の上、人事
異動計画を策定するとともに、職員の採用においても、十分な能力と適性の判断材料とするため、多肢択一
式問題、論文問題及び面接による試験を実施し、利用者サービスの向上に資する人材という観点から選考を
行った。面接の実施に際しては、局部長、課長、課長補佐及び地方事務所職員を面接官とし、採用対象者に
応じて、面接回数及び面接官の構成を決定している。

※実績報告書（22年度）　68ページ参照

Ａ 　適正な評価に基づき採用及び人事配置を行っ
た。

　増員人数及び業務量の増加を踏まえ、将来的な
予測をも勘案した上での適切な事務所増床やレイ
アウト変更等を行っており、これらの取組は良好
と評価できる。
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　剰余金は、情報提供に関する業
務の充実、制度周知徹底活動の充
実及び職員研修の充実に充てる。

　剰余金は、情報提供に関する業務の充実、制度
周知徹底活動の充実及び職員研修の充実に充て
る。

Ⅶ　剰余金の使途 Ⅶ　剰余金の使途

　業務量に応じた施設・設備・人
的体制の確保を図りつつ、組織の
活性化を図るため、国家公務員の
人事評価制度に準じた評価制度な
どを活用しながら、能力主義に基
づく的確な職員の採用及び人事配
置に取り組む。

　業務量に応じた施設・設備・人的体制の確保を
図りつつ、組織の活性化を図るため、国家公務員
の人事評価制度に準じた評価制度などを活用しな
がら、能力主義に基づく的確な職員の採用及び人
事配置に取り組む。

Ⅷ　その他法務省令で定める業務運営に関する事項

施設・設備、人事に関する計画施設・設備、人事に関する計画

Ⅷ　その他法務省令で定める業務
　運営に関する事項
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